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JLL PHILOSOPHY

ステークホルダーの皆さまの

「JLLでよかった」の声が聞けるよう行動する 

商社とメーカーの両機能を追求し

国内外の医療現場に最新最適な選択肢を提供する 

最新最適な医療機器を通じて

健康社会の実現に貢献する
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■ 編集方針

当社グループはMissionの実現を通じて企業価値の向上と社

会の持続的発展への貢献を目指しています。それらにつながる

当社の財務・非財務情報を整理・統合して紹介するために2023

年3月期より統合報告書を発行しています。本報告書を通じて

さまざまなステークホルダーの皆さまとのコミュニケーション

を活性化し、当社の今後の取組みに反映していきます。

▶報告対象期間

�2024 年３月期（2023 年 4 月1日 ～2024 年 3 月 31 日 ） 
※ �一部、2023年3月期以前、2025年3月期の情報も含めて報告しています。

▶報告対象範囲

日本ライフライン株式会社および子会社 

※ �一部、単体の開示としています。

▶参考にしたガイドライン等

・�GRI「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン・

スタンダード」

・�IIRC「国際統合報告フレームワーク」

・�経済産業省「価値協創ガイダンス」

▶留意事項

 本統合報告書には、今後の見通し等の将来に関する記

述が含まれています。これらの情報は、当社が発行日時点

で入手している情報および同時点における仮定や予測に基

づいているため、事業環境や経済動向などの変化により、実

際の業績等の数値は異なる可能性があります。

 また、記載内容には医療機器の情報を含みますが、

さまざまなステークホルダーの皆さまへの情報提供を

目的としており、当社製品のプロモーションや医学的な

アドバイスなどを目的とするものではありません。



商社とメーカーという２つの機能を併せ持ち、医療現場のニーズに応える
医療機器をお届けしています。

事業紹介
O u r  B u s i n e s s

 主な取扱い製品

 医療機器業界の現状

心臓血管領域を中心に医療機器を提供しています。当社の

取り扱う医療機器のほとんどは、患者様の生命に関わる

高度管理医療機器※に分類されます。

世界の医療機器市場は2023年で約5,176億米ドル。先進

国の高齢化、新興国・途上国の人口増加と経済発展、技術

革新などに伴い、2027年までに約6,543億米ドルに成⾧

すると予測されています。2018年から2027年の間に年

平均成⾧率5.9％の市場拡大が見込まれています。

日本の医療に対する需要は高齢化に伴い今後も増加す

ることが見込まれています。とくに心疾患は加齢が最大の

要因であり、患者数が増加することが予想されます。当社

は心臓血管領域を事業の中核としつつ、脳血管および消

化器領域を開拓しています。

血栓吸引
カテーテル

ステントリトリーバー

肝癌治療用
ラジオ波焼灼電極針

塞栓用コイル

胆管チューブステント大腸用ステント

At a glance
2024年３月期

自社製品と仕入商品を戦略的に組み合わせることで、業界でもトップクラスの収益性を確保しています。事業領域の

拡大や競争力のある製品の継続的な導入により着実に事業成長を達成するとともに、資本効率を意識した経営を

強化することで効率的なリターンを実現しています。

営業利益率

21.2%
売上高

513億円
ROIC

12.1%

2023年
約5,176億米ドル

2027年
約6,543億米ドル

世界の医療機器売上高推移

出所：医療機器産業ビジョン研究会「医療機器産業ビジョン2024」より、当社作成
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出所：内閣府「令和５年（2023年）版高齢社会白書」より、当社作成
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市場規模

年平均成長率

人工血管 Frozen Elephant Trunk

約4兆円

約4%

市場規模

年平均成長率※

出所（市場規模）：アールアンドディ 医療機器・用品年鑑 2023年版
※ 今後数年における当社の予測です。

約4,000億円

4-5%

心臓血管領域

約400億円

8%

脳血管領域

約600億円

3-5%

消化器領域

当社の関連市場

世  界

市場規模

年平均成長率

約5,176億米ドル

約5.9%
約77兆円（1USD=150円換算）

出所：医療機器産業ビジョン研究会「医療機器産業ビジョン2024」

出所：医療機器産業ビジョン研究会「医療機器産業ビジョン2024」

※ �副作用または機能の障害が生じた場合において人の生命および健康に重大な影響を与える
おそれがあることから、その適切な管理が必要なものとして、厚生労働大臣が指定するもの。

消化器領域

脳血管領域

EP（電気生理）
カテーテル

S-ICD
（完全皮下植込み型
除細動器）

大腿静脈用
止血デバイス

心臓ペースメーカ

心臓血管領域
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成長の軌跡

医療現場に提供する価値を最大化することを常に考え、
事業領域を拡大することで成長を実現してきました。

成長の軌跡
Tr a c k  R e c o rd
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売上高-自社製品

（億円）

売上高-仕入商品

事業領域 2022 ｜ 脳血管関連事業

1981 ｜ リズムディバイス事業

1995 ｜ EP（Electrophysiology）/アブレーション事業

2005 ｜ 構造的心疾患事業

1990 ｜ 心臓血管外科事業

1989 ｜ 冠動脈インターベンション事業

2017 ｜ 消化器事業

1981年
創業

1999年～
メーカーへの
挑戦

1999年
リサーチセンター開設

2000年
浮間ファクトリー
稼働

2017年～
新領域への
参入2012年

戸田ファクトリー稼働
心腔内除細動カテーテル
「BeeAT」（自社製品）発売

2014年
小山ファクトリー稼働
Frozen Elephant Trunk
「FROZENIX」（自社製品）発売

億円5132024/3期
売上高 58.8自社製品

比率 %

2020年
JLL Malaysia稼働

2010年
市原ファクトリー稼働

2010年～
生産体制の
拡大

創業 生産体制の拡大

消化器領域
2017年　大腸用ステント発売
2019年　肝癌治療用ラジオ波焼灼電極針発売
2022年　胆管チューブステント発売

脳血管領域
2022年　塞栓用コイル発売
2023年　血栓吸引カテーテル発売
2024年　ステントリトリーバー発売

2010年　市原ファクトリー稼働
2012年　戸田ファクトリー稼働
2014年　小山ファクトリー稼働
2020年　JLL Malaysia稼働

1999年　リサーチセンター開設
2000年　浮間ファクトリー稼働
2001年　PTCAガイドワイヤー発売
2003年　アブレーションカテーテル発売
2004年　EP（電気生理）カテーテル発売

海外の最新医療機器の国内導入を進め、日本の医師から手技
や医療機器に対する多くのニーズを聞く中で、医療現場に最
適な医療機器を提供するためにメーカーとしても挑戦するこ
とを決断しました。 

自社製品が大きく成長したことから、安定した供給体制を
確立するために国内３か所、海外１か所の工場を順次立
ち上げました。マレーシア工場はグローバル展開時の中核
工場としての役割も期待されています。

新たな成長領域への挑戦として、当社がこれまでメーカーとして
培ってきた独自技術を生かした製品開発により2017年に消化器
領域に、また、競争力のある海外商品の導入により2022年に脳血
管領域に参入しました。

1981 メーカーへの挑戦1999～ 2010～ 新領域への参入2017～

仕入商品の拡充
1981年　心臓ペースメーカ
1989年　PTCAバルーンカテーテル
1990年　人工心臓弁
1991年　人工血管
1995年　EP（電気生理）カテーテル
1998年　冠動脈ステント

海外製の心臓ペースメーカの輸入販売を行う商社として創
業しました。ペースメーカ治療の普及に伴い成長し、心臓
血管領域の仕入商品の拡充により医療機器商社としての
地歩を確立しました。
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Top Message
新領域でもグローバルでも

	 JLLの価値を提供していく
	 ～人材の育成を基盤に～

当社は、2028 年３月期を最終年度とする５年間の中

期経営計画に取り組んでいます。その初年度である

2024 年３月期の業績については、一部事業の終了や主

要商品の商流変更による減収を想定していましたが、

売上高予想 488 億円に対して実績は 513 億円、営業利

益は過去最高の 108 億円、営業利益率 21.2% となり、予

想を上回る結果となりました。

その主な要因は心臓血管領域の症例数増加による自

社製品の増収や新製品の好調な売上、さらに新領域で

ある脳血管・消化器領域の良好な立ち上がりによるも

のです。

さらに、2024年３月期より導入した業績連動賞与によ

り、営業利益の当初予算を超えた分の20%を社員に還元

するという方針を打ち出したことも、業績向上に大きな

影響を与えたと思っています。社員それぞれが頑張るこ

とで会社の収益が上がり、その結果がリターンとして報

われる。そのことを社員が前向きに理解して、日々の仕事

に対する努力を重ねた結果ではないかと考えています。

現在の日本の医療機器業界は、そのマーケットの７割

を輸入品が占めています。こうした中、当社が扱って

いる製品の 60％が自社製品、40％が仕入商品です。単

なる商社ではなくメーカーとしての機能を併せ持つ

ことで、医療現場のニーズに的確に応えた価値の高い

製品を供給できる独自のビジネスモデルが、当社最大

の強みであり特長です。また、独立系の企業であるため、

さまざまな海外メーカーからの引き合いに対して、制約

を受けることなく取扱いを検討でき、商社としての

自由度も高いと言えます。

当社が最初に自社製品の開発を始めたのは、1999 年

のことです。以来、それまでの商社機能に加えて製品

開発機能を有することになり、25 年間にわたって技術

力やモノづくりの力を磨いてきました。そして現在、

メーカーとして蓄積してきた高い技術力と商社として

の知見を生かし、従来手掛けてきた心臓血管領域以外

の脳血管、消化器領域へと事業範囲を広げています。

独自のビジネスモデルを生かし成長を続ける

当社は「最新最適な医療機器を通じて健康社会の

実現に貢献する」を Mission に掲げ、患者様および医

療従事者の方々にとって、安全で的確な医療機器を

提供することを使命としています。

日 本 で は こ れ か ら も 高 齢 化 社 会 が 加 速 し て マ ー

ケットニーズが増える一方で、医療財政は非常に逼

迫していきます。こうした医療財政の負荷を軽減す

る製品をいかに提供できるかということも、当社が

貢献できる社会課題の一つであると捉えています。

さらに、近年は医師の働き方改革が進み、時間的に

効率よく治療ができる製品、いわゆる時短デバイスの

開発・提供も、当社にとって重要なテーマです。短い時

間で手術や治療が効率よく終えられるということは、

医師の負担が減るだけでなく、患者様にとっても侵襲

が少なくなり、入院期間も短くなるなど、双方に大き

なメリットとなります。こうした社会問題に真摯に向

き合い、解決策となる製品を提供し続けることが、当

社の最大の社会貢献であると考えています。

医療機器の提供を通じて社会課題の解決に貢献する 予想を上回った実績と2025年３月期の業績予想

2024年3月期の実績と
中期経営計画の進捗

日本ライフラインならではの価値

代表取締役社長
チーフ・エグゼクティブ・オフィサー

また、物流問題への対応も課題となっています。当

社は羽田と大阪にある２か所の物流センターから全

国 48 か所の営業拠点と約 410 の販売代理店を通じて製

品をお届けしています。物流の 2024 年問題が深刻化す

るなか、医療現場で必要とされる製品をいかに確実に

届けるかということに非常に神経を使っています。と

くに当社の主力製品に関連する疾患である大動脈瘤

や大動脈解離など緊急性が高い患者様は、突然医療

現場に運び込まれてきます。その患者様に適合する

製品が病院にない場合、迅速に製品を医療現場に届

けられるかが患者様の命に関わります。

当社の営業担当者や物流担当者は、業務時間内に

ただ製品を届ければそれで良しという仕事ではあり

ません。過酷な状況にある患者様や医療従事者に寄

り添いながら、社会貢献の意識と責任をしっかりと

持って、迅速に行動することが求められます。こうし

た緊急対応に素早く応じられることも当社の強みで

あり、今後も引き継いでいきたいと思っています。
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臓血管領域と親和性が高く、自社技術が応用できる

などビジネスチャンスを広げることが可能だと判断

したからです。

また、OEM による製品供給や、カテーテルシャフト

の製造技術を生かした部材の OEM 受注などにも取り

組んでいきます。当社の事業領域以外の、私たちが気

づかない分野で当社のカテーテルシャフトやチューブ

これまで２つのコア自社製品の売上が、当社の業績

に大きく貢献してきた面がありました。今後も他社の

参入に対してトップシェアを守り抜くとともに、脳血

管や消化器など他領域に事業分野を広げて、バランス

の取れたポートフォリオの構築を目指していきます。

現在進めている新領域参入は、まず脳血管と消化

器領域を選択しました。これは従来手掛けてきた心

グローバルでのビジネスチャンスを積極的に掴む

を使いたいというニーズが絶対にあるはずです。

こうした潜在ニーズを拾っていくためには、現場

の医師への提案はもちろん、より効果的なのはさま

ざまな医療機器メーカーが集まる、規模の大きいビ

ジネスショーに出展することです。世界にアピール

して注目されることで、受注につなげていきたいと

考えています。

また別の視点では、今から 15～20 年前は日本の医

療機器の保険償還価格は欧米に比べて高い水準にあ

りましたが、現在ではその関係が逆転し欧米よりも

日本の保険償還価格のほうが安くなっています。日

本は国民皆保険で、高齢化が進むこともあり、この状

況はしばらく変わらないでしょう。

そこで、当社は海外へと自社製品の販路を広げて

いきたい。社員には、日本でこれだけ売れている当社

の製品が、海外で売れないわけがないという自信を

持って取り組み、それを実感してもらいたいと思い

ます。今後もしばらく続くであろう円安のメリット

も享受しながら、自社製品のグローバル展開を進め

ていこうと考えています。

ただし、海外で医療機器を販売するには、輸入・販売

の承認を取得するために各国のレギュレーションを

クリアし、品質保証をきちんと担保しなければいけま

せん。世界でもっとも審査が厳しいと言われるアメリ

カの FDA（食品医薬品局）の認証が取得できれば、世界

各国でのビジネスチャンスが広がります。現状で販売

を見込める国への輸出に取り組むとともに、FDA の審

査をクリアするための準備を進めているところです。

2025 年３月期の業績見通しは、2024 年６月からの

保険償還価格引下げの影響による製品単価の下落が見

込まれていますが、2024 年３月期を上回る売上を計

画しています。既存領域での競争力のある新製品の拡

販や、新領域における製品ラインナップの強化などに

よって、十分に目標を達成できると考えています。 

中期経営計画では、３つの重点施策を掲げました。

１つ目の「新領域の拡大」については、先ほどからお話

しているように、従来の心臓血管領域で安定した収益を

確保しながら、脳血管・消化器領域の拡大に注力し、将来

的に新たな事業の柱として育てていきます。とくに脳血

管領域は、専門的な知識や営業の経験が必要な分野であ

り、豊富な知見を有する人材を採用することで、参入１年

目から非常に好調なスタートを切ることができ、すでに

複数の新商品も上市されています。また、消化器領域にお

いても自社独自技術を応用した主力製品が市場から評価

され、大幅なシェアアップを達成することができました。

２つ目の「競争力のある製品の継続的な導入」も積極

的に進めています。当社の２つのコア自社製品、心腔内

除細動カテーテルと Frozen Elephant Trunk に他社が

参入してきました。これに対し、当社はこれらの製品の

パイオニアとして、製品ラインナップの大幅な強化・拡

充を行うことで競争力向上を図り、引き続き圧倒的な

トップシェアの座を確保してまいります。

中期経営計画の重点施策の状況

製品ラインナップの拡充に関しては、当社は新製品

を上市すると同時に、改良版や進化版の研究開発を進

めるようにしています。どんな新製品にも、お客様に

とって改良してほしい部分が必ずあるはずです。その

ニーズを素早く的確にくみ取って、改良品やさらに

進化した製品をすぐに提案できることが必要だと考

えています。１つの製品が売れても現状に満足しな

い姿勢が大切で、この姿勢こそが当社の競争力の源

であると思います。

３つ目の「資本効率を意識した経営の強化」につい

ては、デジタルマーケティングの推進や基幹システ

ムの刷新を行い、さらに人的資本への投資も意識し

て実施しました。

私は常 「々EPS（１株当たり当期純利益）が大事であ

る」ということを社内で言い続けてきました。取締役

の報酬についても EPS との連動性を強め、また一定

規模の自己株式の取得も実施しました。このように

本業で努力して売上や利益を伸ばすことと、自社株

買いなどで１株当たりの利益を高めるといった財務

戦略の施策に注力しています。

ま た、近 年 は ROIC（ 投 下 資 本 利 益 率 ）が 注 目 さ れ

ていますが、当社では早くからこの指標を重視して

きました。WACC（加重平均資本コスト）よりも常に

ROIC が４％程度上回ることを目標として打ち出し

ており、資本効率に関する当社の姿勢について、株式

市場に対して明確なメッセージを発信できていると

思っています。

「共に将来を創造し、共に成長する」

これまで私は、「共創共育」という一貫した経営哲学

の下で、企業経営にあたってきました。上司と部下、先

輩と後輩などの上下関係なく、「共に将来を創造し、共

に成長する」という姿勢を基本に、社会や環境の変化

に対応することを今後も社員にも求めていきます。

社員の採用においては、私自身は学歴や知識だけを

偏重することなく、社会の中で状況に応じて的確に立

ち振る舞える「ストリート・スマート」の人材を重視し

たいと考えています。もちろん前者のような人材も必

要ですし、多様な人材が集まりそれぞれの能力を生か

していける会社でなければいけません。

現在の人材面の課題としては、マネジャーの育成が

あげられます。管理職にはマネジメント力を求めてき

ましたが、一方で育成に向けた取組みは十分ではあり

ませんでした。今後は、教育研修を体系的に実施する

とともに、ジョブ・ローテーションにより他部門を経

験することで成長の機会を与えるなど、しっかり時間

と予算をかけて取り組んでいきます。

また、女性管理職比率の向上という課題もあります。

そのためには、まずは女性が活躍できる環境や成長機

会を提供することが必要であると考えています。今期

は、現場でのリーダークラスの人材を育成することを

目指したプログラムをスタートし、多くの女性社員が

参加しています。

さらに、雇用の流動性が高まる中で人材の定着を

図るには、給与など待遇面の充実だけでなく、社員そ

れぞれが当社での成長ストーリーを思い描けること

が重要です。会社として個々に対してどのような機

会を与え、成長を実感させられるか、またワークライ

フバランス等の働き方も含めて、トータルで魅力が

あ る と 感 じ ら れ る よ う な 会 社 と な る こ と が 鍵 だ と

思っています。

長期的な目指す姿と持続的成長の取組み
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日本の患者様と医療従事者のために自社の役割・

使命を果たしていくということで当社は価値を生み

出してきました。それは今後も変わりませんが、長期

的にはグローバルなマーケットにおいて患者様の生

きる力を支える存在となることを目指します。

また、さまざまなステークホルダーの期待に応えるた

めに、サステナビリティの取組みを推進しています。当

社では 7 つのマテリアリティを設定し、サステナビリ

ティ委員会傘下の各分科会が中心となって取組みを

行っています。それぞれの分科会は取締役を責任者

とし、メンバーは関連領域における専門性を持った

人材を組織横断的に選びました。普段所属している

組織とは違った視点から討議をすることで、新たな

アイデアが出てくる、逆に牽制が働くなど、実効的に

機能することを期待したものです。このような体制

面での工夫をしながら、現時点でそれぞれのマテリ

アリティに関する取組みは、いずれもおおむね順調

に進捗しています。

企業は、事業環境の変化や社会の要請に対して、し

なやかに対応しつつ、ステークホルダーの皆さまに

とって常に魅力のある存在であり続ける必要があり

ます。これらの変化への対応は次世代の人材にとっ

て成長機会となり、会社と社員の間での成長の好循

環を生み出すことで、持続的な企業価値の向上が達

成できると考えています。ステークホルダーの皆さ

まにおかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜

りますようよろしくお願い申し上げます。

01
• 価値創造プロセス……………………………… 13

•６つの資本 ……………………………………… 15

•リスクと機会 …………………………………… 17
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価値創造

変化にしなやかに対応し、魅力のある存在であり続ける

ステークホルダーの皆さまへ
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価値創造プロセス

Output
アウトプット医療機器の提供

中期経営計画（2024年3月期～2028年3月期）

売上高

630億円
新領域※売上高 営業利益率 EPS ROIC

Outcome
社会的価値の創出 アウトカム

取引先
公正な
取引による
相互発展

株主・投資家
安定的な
成長と
株主還元

地域社会
地域社会の
一員としての
貢献

自然環境
事業活動による
環境負荷の
低減

患者様
クオリティ・
オブ・ライフの
向上

医療従事者
質の高い
医療への
貢献

従業員
人材育成
機会と安心して
働ける環境

20%
水準80億円 12%120円

（2028年3月期） （2028年3月期）

※ 脳血管領域と消化器領域

（毎期） （2028年3月期） （2028年3月期）

リズムディバイス

2024年3月期

売上高：13,501百万円
構成比率：26.3%

EP/アブレーション

2024年3月期

売上高：24,249百万円
構成比率：47.2%

心血管関連

2024年3月期

売上高：11,406百万円
構成比率：22.2%

脳血管関連

2024年3月期

売上高：912百万円
構成比率：1.8%

消化器

2024年3月期

心臓ペースメーカ
T-ICD
（経静脈植込み型除細動器）
S-ICD
（完全皮下植込み型除細動器）

EP（電気生理）カテーテル
アブレーションカテーテル
心腔内除細動カテーテル

人工血管
Frozen Elephant Trunk
ステントグラフト

塞栓用コイル
血栓吸引カテーテル
ステントリトリーバー

胆管チューブステント
大腸用ステント
肝癌治療用ラジオ波
焼灼電極針

主な取扱い製品 主な取扱い製品 主な取扱い製品 主な取扱い製品 主な取扱い製品

売上高：1,314百万円
構成比率：2.5%

財務資本

製造資本

知的資本

人的資本

社会・関係資本

自然資本

インプット
Input

最新最適な医療機器を通じて
健康社会の実現に貢献するMission

医療現
場のニーズを把握

強
み
 |  柔
軟
か
つ
強
靭
な
プ
ロ
ダ
ク
ト・
ポ
ー
ト
フ
ォリ
オ

強
み
 | 
 高
度
管
理
医
療
機
器
に
特
化
し
た
事
業
基
盤
 

高品質で
使い勝手が良い

製品を
開発・製造

医療機器の
有効性、信頼性、
安全性を確保

海外の
新規性が高い
商品を導入

全国の
営業拠点で
医療現場を
サポート

販売
機能

商社機能

薬事・品質
保証機能 メー

カー

機能

事業環境 法規制・社会的要請 社会環境

リスクと機会

日本ライフラインの

事業活動

培ってきた強みと資本を生かして事業活動を行い、医療機器の提供を通じて社会に貢献することで
企業価値の向上を目指します。

価値創造プロセス
Va l u e  C re a t i o n  P ro c e s s

14

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造

成
長
戦
略

経
営
基
盤

デ
ー
タ
集

13 Japan Li fel ine Integrated Report  2024



イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造

成
長
戦
略

経
営
基
盤

デ
ー
タ
集

６つの資本

６つの資本
6  C a p i t a l s

※ 数字はいずれも2024年3月期末時点

当社の事業活動は多様な資本に支えられています。それぞれの資本をインプットとして活用し、
生み出したアウトプット・アウトカムを通じて、その資本をさらに蓄積・強化していきます。

商社機能とメーカー機能を併せ持つ高収益なビジネ

スモデルにより安定した財務基盤を確立しています。

価値創造とのつながり
資本効率を意識しながら、安定的に創出される

キャッシュ・フローを成長投資に充当するとともに、

資金需要を勘案したうえで、株主還元の充実を図っ

ています。

 財務資本

価値創造とのつながり
製品開発では多様な技術を有する会社と協働し、

新製品を開発しています。製造においても協力会社

と連携し、品質維持と安定供給を実現しています。

価値創造とのつながり
研究開発部門は独自技術の新領域製品への応用・

展開に注力しています。薬事部門は高度管理医療機

器の医療現場への円滑な導入を支援しています。

研究開発部門は開発を通じて独自技術の蓄積や特許

申請を行っています。薬事部門は高度管理医療機器の

薬事・品質保証に関する豊富な経験を有しています。

研究開発投資

2,436百万円
（申請・治験費用含む）

特許申請件数

41
（2024 年３月期）

製品の開発・製造では協力会社やサプライヤーと連

携し、さまざまな課題の解決を図っています。多様な会社

と柔軟に協働できることが強みにつながっています。

 製造資本

 知的資本

研究開発・製造拠点数

海外１

国内 ４

取引サプライヤー数

海外 41

国内 347

現金及び
同等物残高

12,669百万円

自己資本比率
（連結）

79.0%

 人的資本

 自然資本

 社会・関係資本

新卒採用とともに中途採用、とくに異業界からの採

用を積極的に行っていることが人材の多様性につな

がっています。入社後に医療機器を取り扱うための専門

知識を着実に習得できるよう教育研修を手厚く行い、人

材育成を図っています。

価値創造とのつながり
製品の探索・開発から医療現場へ届けるまでの一

連の流れにおいて、それぞれ高い専門性を有する従

業員が連携することで、最新最適な医療機器の提供

を実現しています。

全国の主要な施設を網羅する営業拠点を設置し、

きめ細かな対応を行ってきたことで「日本ライフラ

イン」という会社を認知していただき、医療現場との

信頼関係を築いています。

価値創造とのつながり
強固な販売ネットワークを有することは、日本進

出を考える海外メーカーとの契約機会につながっ

ています。また、医療現場から集まる多様なニーズ

は、新製品の開発に生かされています。

メーカー機能を有することから、工場を中心として

環境負荷の低減に重点的に取り組み、温室効果ガス排

出量の削減や産業廃棄物のリサイクル率向上を推進し

ています。

価値創造とのつながり
環境問題へ取り組むことは企業の責任であると

認識し、自社の環境保全方針に基づき、事業成長と

環境負荷低減の両立を目指して取り組んでいます。

温室効果ガス
排出量削減率

▲15.6 %
（基準年度比）

産業廃棄物
リサイクル率

97%

中途採用比率

78.3%

CDR 認定取得者数

326名
（2024 年 6 月 30 日現在）

取引先施設数

2,583

※ �Cardiac Device Representative				  
ペースメーカや ICD（植込み型除細動器）などについて専門的な知識
と技術を有して医療機器や医療技術の情報提供を行う専門家を指す。
特定非営利活動法人日本不整脈心電学会が認定を行う。

営業拠点数

海外１

国内 48

O2

CO2
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リスクと機会

当社を取り巻く中長期的な経営環境を分析し、将来のリスクと機会を整理しました。リスクの最小化
と機会の最大化を図ることで、長期的かつ持続的な価値創造を実現していきます。

リスクと機会
R i s k s  a n d  O p p o r t u n i t i e s

区分 関連する主な要素 関連する主な資本 リスク 機会 関連する主な 
マテリアリティ

事業環境

経済
・�高齢化の進展による国民医療費の増加

・�国が定める保険償還価格の改定
・�国民医療費抑制を目的とした製品単価（保険償

還価格）の下落により、売上高が減少する
・�高齢化の進展に伴う医療機器需要の増加によ

り、売上高が増加する
・�革新的な医療機器

による医療課題の
解決技術

・�医療機器における技術革新の進展

・�DXによるビジネスモデルの変化

・�技術革新への乗り遅れにより、製品の販売機会
を失う

・�DXによるビジネスモデルの変化に対応できないこ
とにより、事業機会を失う

・�革新的な技術を用いた製品の導入により、製品
の販売機会が拡大する

・�DXによるビジネスモデルの変化を主導すること
により、新市場を創出する

法規制 
社会的要請

品質
・�製品不具合の発生

・�品質に関する法令、規制強化

・�不具合による製品リコールにより、製品の販売機
会を失う

・�不具合による損害賠償請求を受けることにより、
収益が圧迫される

・�製品の品質に対する信頼性向上により、製品
の販売機会が拡大する

・�製品の品質

リスク
マネジメント

・�サイバー攻撃や情報漏洩の発生

・�知的財産に関する係争の発生

・�情報セキュリティトラブル（システムダウンや個人
情報漏洩）により、事業停止に陥る／損害賠償
請求訴訟が発生する

・�他社の知的財産の侵害により、事業機会を失う／
損害賠償請求訴訟が発生する

・�自社の知的財産の有効活用により、自社製品
の競争優位性が強化される

・�コーポレート・ガバ
ナンスの強化	

（リスクマネジメント）

コンプライアンス
・�法規制の厳格化			 
（贈収賄、人権、労働安全、独占禁止、
安全保障貿易管理等）

・�不祥事の発生により、事業停止に陥る／損害賠償
請求訴訟が発生する

ー
・�コンプライアンス

の推進

社会環境

サプライチェーン
為替と金利

地政学

・�仕入先、販売先の買収・業績悪化

・�為替、金利の大幅な変動

・世界情勢の大きな変化（戦争、紛争等）

・�仕入先の買収等に伴う販売権喪失により、商品
の販売機会を失う

・�投融資先の業績悪化により、 特別損失が発生
する

・�為替や金利の大幅な変動による販売コストの
増加により、収益が圧迫される

・�世界情勢（戦争、紛争等）の影響で部材が調達
できないことにより、製品の製造停止に陥る

・�サプライチェーンの連携強化、複線化により、
事業全体のレジリエンスが強化される

・�製品の安定供給

人口動態、
ダイバーシティ

・�人口動態変化による就業人口の減少

・�ダイバーシティ（多様性）に関する要請

・�人材獲得競争の激化に伴う人材採用コストの増
加により、収益が圧迫される

・�優秀な人材が確保できないことにより、製品の
販売機会を失う／事業機会を失う

・�優秀な人材の獲得により、製品の販売機会が
拡大する／新市場を創出する

・�多様な人材が活躍することで新たなアイデアが
生まれることにより、新市場を創出する

・�従業員が安心して
働ける職場づくり

・�人材の育成と活躍
機会の提供

環境
・�気候変動の深刻化

・�大規模な自然災害の発生

・�炭素税導入に伴うエネルギーコストの増加により、
収益が圧迫される

・�自社やサプライチェーンが被災することにより、
製品の製造停止に陥る

・�環境配慮製品の開発により、製品の販売機会
が拡大する

・�環境負荷の低減

財務資本

人的資本

社会・関係資本

自然資本

知的資本

製造資本
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ビジネスモデル

 商社機能の特色とこれから

商社とメーカーの２つの機能を併せ持つビジネスモデルの追求と、さらなる事業基盤の強化を図り、
国内外の医療現場に最新最適な医療機器を提供し続けていきます。

特色 

	— １ . FULL-SERVICE DISTRIBUTOR

商社として、製品の探索から薬事承認の取得、そして

販売、アフターフォローに至るまでを一気通貫で提供で

きることが当社の強みとなっています。こうしたFULL-

SERVICE DISTRIBUTOR（国内総販売代理店）機能は、日本市

場への新規参入を検討している海外メーカーにとって魅

力的であり、当社は有力なパートナー候補となります。

また、当社も海外メーカーの製品の独占販売権を獲

得することでメーカーに準じた立ち位置を得ることが

できます。これにより、商品を仕入れて代理店として販

売を行う「卸売」とは異なり、高い収益率を確保するこ

とができます。

	— ２ . 新規性の高い医療機器の導入実績

医療機器の開発においては海外が先行している場合

が多いため、海外から新規性の高い医療機器を日本の

医療現場に届けることが商社機能を有する当社の使命

の一つである、と考え尽力してきました。

新たな商品を探索するために、マーケティング部門

では、コンサルタント・医師からの情報入手や海外学会

への参加などを通じて、医療機器や治療法に関する最

新の情報を日々収集しています。一方で、日本への新規

参入を検討している海外メーカーが当社を販売パート

ナーとするためアプローチしてくる場合もあります。

日本国内で商品を販売するために薬事承認を取得

する必要があり、当社の薬事部門は、豊富な経験を生

ビジネスモデル
B u s i n e s s  M o d e l

これから 	  
― 社会課題解決に寄与する商品の導入 ―

当社は海外の新規性の高い医療機器の提供を使命と

してきましたが、新たな社会課題の解決に寄与する商

品の導入にも力を入れていきたいと考えています。

日本では海外で例をみない速度で高齢化が進み、潜

在患者数も増加しています。また、2024 年４月より医師

の働き方改革が始まったことを受け、短い時間で手術

や治療を効率よく終えることができる時短デバイスが

求められるようになってきました。

当社は Haemonetics 社製の大腿静脈用止血デバイス

「VASCADE MVP」の販売を 2024 年３月期より開始しま

した。心房細動のアブレーション手技が終了した患者

様に対して、体内からカテーテルを抜き取った後の止

血に使用されます。従来の傷口を長時間手で圧迫する

止血法に比べ、本デバイスは短時間での止血を可能に

することで、患者様と医療従事者双方の負担を軽減し

ます。当社はこうした社会課題の解決に寄与する商品

を今後も市場に投入していきます。

ビジネスモデル

医療現場の
ニーズを
把握

薬事・品質
保証機能

医療機器の有効性、
信頼性、安全性
を確保

販売機能

全国の営業拠点で
医療現場を
サポート

商社機能

海外の新規性が
高い商品を導入

メーカー機能

高品質で使い勝手が
良い製品を開発・製造

柔軟かつ強靭な
プロダクト・
ポートフォリオ

強み 強み 高度管理医療機器に特化した
事業基盤

当社は心臓ペースメーカの輸入販売から始まり、心臓

血管領域に特化した輸入専門商社として国内の医療現

場に新規性の高い医療機器を提供してきました。医療現

場に根差した顧客との強固なネットワークを形成する

中で、海外製品では満たすことのできない日本独自の

ニーズや日本人の体型に合う医療機器の必要性を感じ、

1999 年よりメーカーとして歩み始めました。2001 年に

初の自社製品となる PTCA ガイドワイヤーを発売した

のち、EP（電気生理）カテーテル、アブレーションカテー

テル、人工血管、消化器関連製品へと品目を拡大し、今日で

は自社製品が売上高の半分以上を占めるに至っています。

当社は創業以来、患者様の命やクオリティ・オブ・ライ

フに直結する高度管理医療機器※を主に取り扱ってきま

した。取扱いに際し、厳しい管理体制が求められますが、当

社の販売機能や薬事・品質保証機能など、高度管理医療機

器に特化した事業基盤がそれを可能にしています。

商社とメーカーの２つの機能を併せ持つビジネスモ

デルを基に、競合他社が容易に参入できず、かつ付加

価値の高い高度管理医療機器を中心にプロダクト・

ポートフォリオを形成することで、持続的な企業価値

の向上に取り組んでいきます。

かし、海外メーカーと連携を取りながら円滑に対応し

ています。

販売
サービス

在庫・
物流管理

薬事申請
臨床試験

商社のバリューチェーン

商品探索
契約交渉

マーケティング部門

薬事・品質保証部門

購買・物流部門

販売部門

FULL-SERVICE DISTRIBUTOR

大腿静脈用止血デバイス「VASCADE MVP」

※ �副作用または機能の障害が生じた場合において人の生命および健康に重大な
影響を与えるおそれがあることから、その適切な管理が必要なものとして、厚
生労働大臣が指定するもの。

 ビジネスモデルの変遷
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ビジネスモデル

 メーカー機能の特色とこれから

特色

	— １ . 医療現場に寄り添った製品開発

当社は、商社として創業しましたが、メーカーとして

も大きな成長を遂げました。海外製品が主流を占める日

本の医療機器業界において、国産メーカーとして日本独

自のニーズに適合した医療機器を提供し続けてきたこ

とが、その一番の要因だと考えています。

医療現場のニーズを的確に理解するためには、実際

に現場で何が起こっているのかを把握することが重要

です。当社では営業・マーケティング担当者のみならず、

開発担当者も現場に赴き、医療従事者と直接コミュニ

ケーションを取ります。その中でニーズを把握すること、

そしてまだ顕在化していない潜在的なニーズの掘り起

こしを徹底しています。

	— ２ . 競合他社の追随を許さない独自技術

心臓血管領域を中心として長年にわたり患者様や医

療従事者にとって価値ある製品を投入する中で当社は

独自技術を蓄積してきました。

主な例として EP/ アブレーション領域で確立された

押出成型によるシャフト製造技術があげられます。これ

は複雑な内部構造・硬度傾斜※・異種材料の混在を実現

しながら、低コストでカテーテルシャフトを量産する

ことを可能にしました。

この高機能シャフトはさまざまな製品に用いられて

おり、消化器領域の胆管チューブステントにも応用さ

これから 	  
― 自社製品の輸出強化―

当社は、一部の自社製品の輸出を行ってきましたが、

業績への寄与は売上高の２ % 弱と限定的であるため、

輸出の強化を中長期的な重要課題の一つとして位置付

けています。

本格的に取組みを開始するため、複数の事業部門から

メンバーを集め、新たに海外事業推進部を設置しまし

た。また、品質マネジメントシステムの高度化を図るこ

とで本社および国内３工場にてMDSAP※認証を取得し、

グローバルな規制要求事項への対応を進めてきました。

今後は日本市場で磨いた技術やノウハウを活用し、

海外市場向けの製品開発を本格化していきます。販路

については、現地の代理店やパートナーの確保を中心

に検討していきます。
※ �Medical Device Single Audit Program（医療機器単一調査プログラム）	

アメリカ、オーストラリア、ブラジル、カナダ、日本の５か国の規制当局の規制
要求事項に対する、製造業者のQMSの適合性および妥当性について、認定さ
れた調査機関を使った単一調査実現のためのプログラム。

れています。PTFE とポリウレタンの異種材料を一体成

型することで優れた性能を発揮し、医療現場から高い

評価を得ています。
※ �複数の樹脂の配合比率を変えながら成型することで、なだらかな硬度の

変化が可能になる。

高品質で
使い勝手が良い
製品開発

開発と製造の
緊密な連携

自社独自技術の
応用・展開

医療現場の
ニーズの把握

 事業基盤

販売機能

当社は、国内外に営業拠点を展開しており、とくに国内

販売は全国を網羅する48か所に拠点を設置しています。

また、CDR※認定取得者等の専門知識を有する営業担当者

を約430名配置しています。これは拠点数を集約し、営業

担当者を減らして販売代理店を活用することで効率化を

図る競合外資とは異なる特長となっています。

こうした当社の地域に根差した販売体制は、医療現

場にいつでも駆けつけることを可能にします。緊急性

が高い症例に対しても迅速に対応する中で医療従事者

から信頼を獲得してきました。現在では、不整脈や心臓

外科手術を実施している国内施設の約 96% をカバーす

るに至っています。
※ �Cardiac Device Representative			 

ペースメーカや ICD（植込み型除細動器）などについて専門的な知識と
技術を有して医療機器や医療技術の情報提供を行う専門家を指す。特定
非営利活動法人日本不整脈心電学会が認定を行う。

薬事・品質保証機能

当社の薬事部門は、日本国内で医療機器を販売する

ための薬事承認取得に関するノウハウ・実績を有して

います。これにより、新規性が高い医療機器の国内導入

にあたり治験が必要となる場合でも円滑に対応するこ

とができます。

また、多くの仕入商品においても、自社製品と同様に

製造販売業者の役割を当社が担っています。これは当

社の品質保証部門の品質管理や不具合対応への体制が

整備されており、多様な経験を有していることにより

ます。

こうした実績や経験を豊富に持つ当社の薬事・品質

保証部門は、事業活動の基盤であるとともに当社の強

みであるといえます。

国内営業所

48拠点
不整脈手術
施設カバー率

96%
国内セールス

約430人
心臓外科手術
施設カバー率

96% 医療施設とのネットワーク

1981 年の創業から約 40 年にわたり、主に心臓血管領

域の医療機器の販売をしてきました。これまで輸入に

大きく依存してきた医療機器の分野において、当社は

日本独自のニーズに合致した国産の製品を提供してき

ました。また、全国の医療施設と取引し、医療従事者の

パートナーとして直接コミュニケーションを取る中で

信頼関係を構築してきました。

長期にわたり地道に形成してきたネットワークその

ものが競合他社にとっては参入障壁となり、当社の競

争優位性につながっています。※ 2024年４月時点 当社調べ （各社ウェブサイト参照）

当社と主な競合外資の営業拠点数の比較

外資Ａ社

外資Ｂ社

外資Ｃ社

外資Ｄ社

当社

8

16

17

27

48
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持続可能な事業活動を行うためには、幅広いステーク

ホルダーからの理解と信頼が不可欠であると考えてい

ます。当社は患者様、医療従事者、従業員、取引先、株

主・投資家、地域社会をはじめとする多様なステーク

ホルダーとの双方向のコミュニケーションを重視し、

その期待や関心事の理解と、事業活動への適切な反映

に努めています。

 基本的な考え方

当社は、患者様、医療従事者に優れた医療機器を提供するという経済的な価値だけでなく、Mission
の実践を通じて、多様なステークホルダーとの適切な協働に取り組みます。

ステークホルダーエンゲージメント
S t a k e h o l d e r  E n g a g e m e n t

 ステークホルダーとの関わり

ステークホルダー エンゲージメントの方法 取組み事例の紹介

患者様
◦ �患者様のクオリティ・オブ・ライフの向上
◦ �疾患や手術に関するわかりやすい情報の発信

◦ �最新最適な医療機器の導入
◦ �患者様向けウェブサイトの開設
◦ �お問い合わせ窓口の設置

医療従事者
◦ �治療効果の高い医療機器の提供
◦ �安全で使いやすい製品・サービスの提供
◦ �製品・サービスに関する適切な情報提供

◦ �最新最適な医療機器の導入
◦ �ヒアリングに基づいた製品開発
◦ �日々の営業活動
◦ �医療従事者向けウェブサイトを通じた情報提供

従業員
◦ �人材の育成と活躍機会の提供
◦ �安心して働ける職場づくり

◦ �自己申告制度の実施
◦ �研修の提供
◦ �イントラネットを通じた情報発信
◦ �従業員満足度調査の実施（１回/年）
◦ �内部通報窓口の設置

取引先
◦ �持続可能な関係性の構築
◦ �公正公平な取引の実施
◦ �製品・サービスに関する適切な情報提供

◦ �パートナーシップ構築宣言の公表
◦ �調達方針の策定
◦ �日々の営業活動
◦ �ウェブサイトを通じた情報提供

株主・投資家
◦ �株主価値の向上
◦ �適切な利益還元
◦ �会社情報の適時適切な開示

◦ �決算説明会の実施（４回/年）
◦ �投資家面談の実施（72回/年）
◦ �事業説明会の実施（１回/年）
◦ �統合報告書の発行（１回/年）
◦ �株主・投資家向けウェブサイトを通じた情報発信

地域社会
◦ �一次救命処置の浸透
◦ �社会貢献活動への参画

◦ �AED講習会の実施
◦ �地域活動、ボランティア活動への参加
◦ ��寄付や協賛による支援			 

（地域の文化イベントや芸術振興活動への支援）

※ 回数は2024年３月期の実績

02
• 中長期戦略/CCO Message ……………… 25

• 事業戦略………………………………………… 29
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中長期戦略

中期のコアテーマである「国内事業ポートフォリオ

の最適化」について、具体的に説明いたします。当社

グループでは事業を市場成長性と市場競争力の観点

から、「中核事業」「成長事業」「安定事業」の３つに分類

し、それぞれの事業を最適な方向へシフトする取組み

を進めています。

まず、「中核事業」は当社の強みである心臓血管領域

です。自社製品を中心に、EP/ アブレーションと心血管

関連があり、売上高の約 70％を占めています。日本国内

の高齢者人口は 2045 年頃まで増加が見込まれますが、

心疾患の主な原因は加齢であり、心疾患に関する医療

の需要は長期的に増加していくことが想定されます。

今後数年で、EP/ アブレーション関連は年４～５％、心

血管関連は年数％の市場拡大となるでしょう。中核事

業では、収益の柱となるコア自社製品（心腔内除細動カ

テーテルおよび Frozen Elephant Trunk）があるので、こ

れらの差別化を通じて領域における「圧倒的な No. １」

を目指します。また、既存事業とのシナジーが期待でき

る大腿静脈用止血デバイスのような戦略的な仕入商品

を導入するなど、新しい市場の開拓も進めます。

競争が激しい市場で勝ち抜くためには、日本ライフ

ラインにしか提供できない価値を追求することが重要

です。当社の製品の強みは、臨床ニーズに基づく「ユー

ザーフレンドリー性」と医師の多様なニーズに応える

「幅広いラインナップ」です。これに加え、国内トップク

ラスの「地域に根差した営業力／緊急オペ対応力」を組

み合わせることで、強い競争力を発揮できると考えて

います。地域密着型で常に顧客に寄り添い、顧客に選ば

れる存在を目指します。

第二に、「成長事業」である脳血管と消化器です。こ

れらは心臓血管以外の新しい治療領域という意味で

「新領域」と定義しています。2024 年３月期の売上高は

18 億円（売上高構成比約４％）ですが、新製品の継続的

な上市と市場浸透により、2028 年３月期には売上高 80

億円、構成比 10～15％程度に拡大を目指します。成長事

業においては、中途採用や研究開発・治験への投資も積

極的に行っていきます。

さらに、第３の成長事業の候補として、経カテーテル

 中期ポートフォリオ戦略

生体弁があります。（TAVI や TAVR とも言われます。）

これは、「構造的心疾患」とよばれる領域の製品で、市場

規模は約 550 億円、年４～５％の成長が見込まれていま

す。2024 年 3 月期にインドの Meril Life Sciences 社と独

占販売契約を締結しており、現在、同社製品を国内へ導

入する準備を進めているところです。この領域への本

格的な参入は中期経営計画の立案時において見込んで

いませんでしたので、計画の後半にかけて、アップサイ

ドとなることを期待しています。

最後に、「安定事業」のリズムディバイスは売上高構

成比の約 25％を占めています。厳しい市場環境の中で

売上高は横ばいとなり、構成比も低下する見込みです。

したがって、戦略としては、S-ICD 等強みが明確な品目

に販売リソースを集中させ、販売リソースの効率化を

図っていきます。

以上の戦略を要約すると、中核事業は競争がある中

でも「No. １」ポジションをさらに強化し、成長事業は

新製品の導入で大きく伸ばし、安定事業は効率化を推

進するということになります。上記の取組みにより、

持続的な成長を実現し、中期の経営目標を達成してい

きます。

※ 円の大きさは24/3期の売上高（単位：百万円）、矢印は今後の方向性を示す

撤退事業

市
場
成
長
率

市場競争力

高

0％

低
劣位 優位

事業ポートフォリオ戦略

消化器
925

脳血管
912

CI事業

リズム
ディバイス
13,501

EP/
アブレーション
24,249

心血管
関連
11,406

成長事業（5％）
方針 ： 積極的に拡大

安定事業（25％）
方針 ： 徹底的な効率化

中核事業（70％）
方針 ： 圧倒的なNo.1

構造的
心疾患

当社グループでは 2024 年３月期から 2028 年３月期

の５年間を対象とした中期経営計画を策定しています。

この計画の中心テーマは、「国内事業ポートフォリオの

最適化」です。過去数年間にわたり、不採算事業やノン

コア事業の整理を進める一方で、脳血管や消化器と

いった新たな治療領域をポートフォリオに加え、成長

を図ってきました。2020 年以降、新型コロナウイルスの

影響で業績は横ばい傾向にありましたが、変革期を乗

り越え、次の成長段階に進む準備が整ったと考えてい

ます。私たちは、生まれ変わったポートフォリオの各事

業を確実に成長軌道に乗せることで、着実に前進して

いきます。

創業以来特化してきた心臓血管領域では、強みの

ある分野の競争力を維持する一方、積極的に新市場の

開拓を行い、市場成長を上回る成長を目指します。新た

に参入した消化器（2017 年～）および脳血管関連（2022

年～）の治療領域は、この５年間で大幅な成長を遂げ、

市場でのプレゼンスの確立を目指します。

 成長軌道へ回帰

中長期戦略
M e d i u m - t o  L o n g - Te r m  S t r a t e g y

村瀬 達也常務取締役統括事業本部長
チーフ・コマーシャル・オフィサー

中 期目標 は 視 界 良 好 ―さらにグローバ ル 戦 略も加 速 へ

事業ポートフォリオの最適化を通じ市場での競争

に勝ち抜くことで、売上高および営業利益で CAGR ５％

程度の持続的な成長を実現することが中期での目標

です。コストコントロールを徹底し、営業利益率は毎期

20％ 程 度 の 高 水 準 を 維 持 し ま す。獲 得 し た フ リ ー

キャッシュフローの余剰分は、資本効率を考慮し、適宜

株主の皆さまに還元します。

以上の方針に基づき、2028 年３月期の数値目標は以

下の通りです。

− 売上高 630 億円

− 新領域売上高 80 億円

− 営業利益率 20％水準（毎期）

− EPS 120 円

− ROIC 12％

さらに、５～10 年の長期的な視点では、自社製品の

海外売上高を飛躍的に成長させるビジョンを描いてい

ます。

CCO Message
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中長期戦略

 新領域の拡大

 海外事業を推進

脳血管

急性期の脳梗塞や脳動脈瘤に対するカテーテルを

使ったデバイス治療は、現在急速に普及しています。約

300 億円の市場は、今後も年８％程度の高成長が見込ま

れます。当社は 2022 年からこの領域に参入し、Wallaby 

Medical/phenox 社の差別化された製品群を国内で独占

販売しています。契約品目は 10 以上に及び、ラインナッ

プが揃うことで国内トップクラスの脳血管領域ポート

フォリオを形成し、大きな強みとなります。

重要なマイルストーンとして、2024 年３月期には血

栓吸引カテーテル、2025 年３月期にはステントリト

リーバーを上市しました。これらの製品は脳梗塞治療

の主力デバイスであり、製品間のシナジー効果により、

営業現場での販売モメンタムがさらに加速することが

期待されます。

さらに、脳動脈瘤の治療用デバイスとしてとくに期待

されるフローダイバーターの導入準備も順調に進んで

おり、中期経営計画の後半での上市を目指しています。

計画の最終目標である売上高 45 億円を達成するため、

競争力ある製品のタイムリーな上市を KPI として取り

組んでいきます。

中期経営計画の枠を超え、当社は自社製品の海外売

上高拡大に向けた取組みを加速させています。「商社＋

メーカー」から「商社＋グローバルメーカー」へのビジ

ネスモデル変革を進めます。

短期的には、中東・アジアでの販路を早期に立ち上げ

ることを優先し、現在 10 数か国での展開を検討中です。

各地域で学会展示を通じたプロモーションを行うとと

もに、販売代理店との交渉を進めています。当社の主な

自社製品は EP（電器生理）カテーテル、人工血管、消化器

関連製品ですが、いずれも強い引合いがあり、海外市場

においても大きな成長の可能性を感じています。

消化器

消化器領域には 2017 年から参入しています。心臓

血管領域で培ったカテーテルシャフトやステントの

自社技術を消化器領域に応用できたことが参入の背景

です。2022 年からは胆膵領域の処置具の開発に注力し

ています。この領域は市場規模が約 300 億円と大きく、

安定した成長が見込まれます。中期経営計画１年目の

2024 年３月期は、自社製の胆管チューブステントの市

場シェアを 10％台半ばまで伸ばすことができました。

2025 年３月期はガイドワイヤー、ダブルルーメンダイ

レータ、カニューラなどを導入する予定です。さらに、

胆道鏡についても「安価でリユーザブル（再使用可）」と

いうユニークな訴求ポイントを持つ自社製品を上市し

ます。

今後２～３年の収益は引き続き胆管チューブステン

トがけん引しますが、中期経営計画の後半にかけては

他製品の貢献も増えてくる見込みです。計画最終年の

目標売上高である 35 億円は、各品目の細かな積み重ね

で達成を目指します。そのため、製品導入スケジュール

の着実な進捗が何より重要になります。

また、長期的には「処置」デバイスだけでなく、「治療」

を視野に入れた高付加価値の医療機器の開発も進めて

いきます。たとえば、胆管がんのアブレーションデバイ

スが一つの例であり、不整脈領域で培ったラジオ波焼

灼（アブレーション）の技術の応用を試みています。

独自の価値を深掘り

自社製品の心腔内除細動カテーテル「BeeAT」および

Frozen Elephant Trunk「FROZENIX」は、コア自社製品と

して 10 年以上市場でオンリーワンの地位を築いてきま

したが、競合他社の参入により新たな競争が生じてい

ます。これらの製品は、ラインナップの拡充により、他

社との差別化を図っています。心腔内除細動カテーテ

ルは、医療現場のニーズを反映した新モデルを投入し、

順調に浸透しています。Frozen Elephant Trunk は、セパ

レート型と一体型の２つのモデル展開をすることで、医

師の好みや症例に合わせたベストなソリューションの

提供ができるようになりました。

2025 年３月期以降も、研究開発投資を継続し、改良や

モデル追加を行い、EP/ アブレーションで「診断 / 除細動

カテーテル No. １」、心血管関連で「大動脈疾患治療で

No. １」のリーディングカンパニーであり続けます。

当社が従来から強みをもつ中核事業（EP/ アブレー

ションおよび心血管関連）においては、昨今の競争環境

や医療のトレンドに適応した製品ラインナップを拡

充・強化していくことで、自社の競争優位性を継続して

発揮していきます。

新たな市場を開拓

コア自社製品の付加価値をさらに高める一方で、

次世代の収益の柱となる製品の導入も進めています。

Haemonetics社製の大腿静脈用止血デバイス「VASCADE 

MVP」は、2023 年 10 月から国内独占販売を開始し、急速

に医療現場に浸透しています。このデバイスは、術後の早

期止血を実現し、患者様と医療従事者の双方に大きな

メリットを提供するため、「医療現場の新しいスタン

ダード」となるべく、とくに注力していきます。

また、ロングセラーのセパレート型 Frozen Elephant 

Trunk も新製品を導入しました。従来モデルに比べてグ

ラフト部分が延長され、ステントの拡張力が軽減され

ています。これにより合併症リスクの低減が期待でき

ることから、従来 Frozen Elephant Trunk を採用しな

かった顧客にも訴求力を高め、新たに 20～30％の新規

市場を創出することを目指しています。

 中核事業の強化 

24/3期
実績

25/3期
予想

26/3期
予想

27/3期
予想

28/3期
予想

4,500

2023/3期
実績

単位：百万円

中期経営計画

血栓吸引
カテーテル
販売開始

中期売上高予想｜脳血管

230 912 1,620

CA
GR
 50
% 
成長

24/3期
実績

25/3期
予想

26/3期
予想

27/3期
予想

28/3期
予想

3,500

2023/3期
実績

単位：百万円

胆管チューブステント
伸長

中期売上高予想｜消化器

654 925 1,220

中期経営計画

CAG
R 40
% 成
長

中長期的には、欧州および米国市場への進出を目指し、

自社製品の海外承認取得に向けた体制構築と海外市場

向け製品の開発を進めています。また、OEM 生産の強化

も重要なテーマです。とくに当社の細径カテーテルの

技術力は高く評価されているので、ここにも事業を拡

大する機会があります。

これらの取組みを着実に進め、海外事業を成長軌道に

乗せることで中長期の業績拡大に貢献していきます。
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事業戦略

心腔内除細動カテーテル

リズムディバイスおよび EP/ アブレーション事業を

統括する不整脈事業本部長として、「組織的な営業力の

強化」を掲げ、取組みを進めています。当社は競合他社

と比べて営業力が強みであり、全国に支店を展開して

います。そのため、チームの結束力は何よりも重要です。

今回、新たな試みとして、営業における価値観・ビジョン

をテーマにしたワークショップを、全社の営業幹部を

集めて実施しました。そこで導き出されたキーワード

は「不整脈治療のコンシェルジュ」です。常に顧客に寄

り添い、商社とメーカーの両方の機能を生かして最適

な提案を行うことが、われわれの強みです。今後もチー

ムの一体感をさらに強化し、全社一丸となって売上高

目標の達成を目指していきます。

 組織的な営業力を強化

2024年３月期の概況

2024 年３月期の EP/ アブレーションの売上高は、

24,249 百万円（前期比 7.8％減）となりました。主力商品

の１つであった RF ニードルの商流が変更されたことが

主な理由です。

販売戦略〜事業環境の変化に対応し、	
市場を上回る年５%以上の成長へ

2024 年３月期は減収とはなりましたが、内訳を見る

と主力の EP（電気生理）カテーテル製品群は 7.9％増収

と堅調でした。医療現場における新型コロナの影響が

なくなったことで、心房細動のアブレーションの手術

件数は８～９％増加しています。中期の想定は６％で

したので、市況見通しはポジティブです。2025 年３月期

の EP/ アブレーションの売上高は、前期比 11.3% 増収を

見込んでいます。

高い市場成長が見込まれるEP/アブレーションの領域

では、さまざまな変化が起きています。次世代のアブ

レーション技術として注目されているパルス・フィール

ド・アブレーション（PFA）の台頭はその一つです。この新

技術は、食道関連の合併症リスクの低減や手技時間の

短縮などのメリットをもたらすとされています。競合

他社は国内での導入準備を急ピッチで進めており、本

格展開は 2025～2026 年とみていますが、当社もこの大

きな変化に乗り遅れないよう、独自の研究開発活動を

行っています。

 EP/ アブレーション

2024年3月期の概況

2024 年 ３ 月 期 の リ ズ ム デ ィ バ イ ス の 売 上 高 は、

13,501 百万円（前期比 8.9％増）となり、過去最高を更新

しました。市場でオンリーワンである S-ICD が新規症例

を多く獲得し、２桁成長となったことが業績をけん引し

ました。

販売戦略	 	
～オンリーワンのS-ICDに注力

2024年３月期の売上高は過去最高を更新したものの、

今後の事業環境は厳しく推移する見通しです。2025 年

３月期のリズムディバイスの売上高は前期比６ % の減

収を予想しています。これは、2024 年６月の保険償還価

格の改定でペースメーカが 13％、T-ICD が５％それぞれ

引き下げられたことが主な理由です。

一方で、販売数量はおおむね横ばいを維持できる見

通しです。他社が展開するリードレスタイプのペース

メーカは確かに脅威ですが、引き続き、Boston Scientific

社製品の特長である長寿命のバッテリー、リードの留

置を助けるアクセスカテーテル、心不全症状を反映す

る複数の生体情報センサなどを訴求していきます。

そして、カギを握るのはやはり市場でオンリーワン

の S-ICD です。S-ICD は血管内にリードを留置しない唯

一の植込みデバイスであり、感染症リスクの低減とい

うメリットを訴求しやすいため、もっとも注力します。

2024年3月期はさまざまなプロモーションが実を結び、

採用施設数を大幅に増やすことができました。今後は、

虚血医等の新規顧客層の開拓も視野に入れ、セミナー

やハンズオンなどの施策を通じて S-ICD のさらなる浸

透を図っていきます。

S-ICD「EMBLEM MRI」

 リズムディバイス

また、PFAの広がりと同時に、競争環境にも変化が生じ

ています。競合他社は円安や製造国における労務費の高

騰を背景に一部カテーテルからの撤退や値上げを進め

ていますが、このような変化は、当社にとって相対的に

有利にはたらいています。さらに、自社製のスティーラ

ブルシースも新製品の導入により、大きくシェアを伸

ばしていける余地があります。

一方、自社で 10 年以上にわたってオンリーワンとし

て販売してきた心腔内除細動カテーテルに新たに競争

が生じています。われわれはパイオニアとして特長の

ある２つのモデル追加を行い、競合しているモデルか

ら付加価値の高い新モデルへ販促をシフトしていま

す。これにより、自社の競争力を高め、圧倒的なシェア

を維持していきます。

前期より販売を開始した大腿静脈用止血デバイスは

新市場を開拓する成長ドライバーです。これは、術後の

早期止血という普遍的なニーズを捉えているため、全

国の病院に普及するポテンシャルがあります。販売目

標としては、2025 年３月期中に全アブレーション施設

約 800 のうち、400 程度の施設への浸透を目指してい

ます。中期経営計画の後半では、前期に失った RF ニード

ルと同規模の売上高（約 40 億円）を誇るビジネスとなる

でしょう。

守るべきところはしっかり守ることで市場の高い

成長を取り込み、大腿静脈用止血デバイスの普及等で

新規市場の開拓も積極的に行っていきます。これにより、

中長期的に年４～５％程度のマーケット成長を上回る

成長を実現していきます。

24/3期
実績

25/3期
予想

26/3期
予想

27/3期
予想

28/3期
予想

2023/3期
実績

単位：百万円

RFニードル
商流変更

中期売上高予想｜EP/アブレーション

26,292 24,249 26,980

中期経営計画

CAGR 5% 成長

事業戦略
B u s i n e s s  S t r a t e g i e s

伊藤 孝志取締役不整脈事業本部長

「BeeAT via IVC approach」

New

「BeeAT with inner lumen」

New

リズムディバイス　EP/アブレーション
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事業戦略

2024年３月期の概況

2024 年３月期の脳血管関連の売上高は、912 百万円

（前期比 296.7％増）となりました。血栓吸引カテーテル

等の新製品の継続的な上市が寄与しました。

販売戦略～個々の製品をタイムリーに上市

2025 年３月期の脳血管関連の売上高は 77.6％の大幅

増収を予想しています。前期に引き続き、すでに導入し

た製品のさらなる市場への浸透と期中で上市する脳梗

塞治療のキープロダクトであるステントリトリーバー

の貢献を見込んでいます。保険償還価格の改定の影響

はほぼない見通しです。

2024年3月期の概況

2024 年 3 月期の消化器の売上高は、1,314 百万円（前

期比 35.8％減）、終了事業の冠動脈インターベンション

事業を除いたベースでは 925 百万円（前期比 41.5％増）

となりました。自社製品の胆管チューブステントの

シェア拡大が寄与しました。

販売戦略	
～自社製胆道鏡をてこにプレゼンス向上へ

2025年３月期の消化器の売上高は31.8%の増収を予想

しています。消化器では数％の市場成長が続く胆膵領域に

引き続き注力します。前期と同様、胆管チューブステント

「REGULUS」が成長をけん引する想定ですが、予想には保険

 脳血管関連

 消化器

2024年３月期の概況

2024 年３月期の心血管関連の売上高は、11,406 百万

円（ 前 期 比 5.9％ 増 ）と な り ま し た。コ ア 自 社 製 品 の

Frozen Elephant Trunk（FET）に競合の参入がみられた

ものの、事業全体としては堅調に推移し増収となりま

した。

販売戦略	
～FETを軸に年数％の成長を確保

当社の心血管関連の製品群は大動脈疾患を治療する

ための人工血管を中心としています。この分野では

当社は約 70％のトップシェアを誇り、市場規模もゆる

やかに拡大を続けています。2025 年３月期の売上高は、

保険償還価格の改定の影響を受け、ほぼ横ばいの 0.7％

増収を見込んでいます。成熟市場においても、当社のオ

ンリーワン製品である FET「FROZENIX」シリーズがこれ

まで年４～５％程度伸長することにより成長を実現し

てきました。FET は、独自のステント構造により、従来

型製品を用いた手術と比較して手術回数を減らすこと

ができ、患者様の身体への負担を軽減するメリットが

あります。このため、適用症例の範囲が徐々に広がって

います。

前期から FET に競合他社の参入がありましたが、当社

は迅速に対策を講じました。人工血管と一体型の FET

である「FROZENIX 4 Branched」を市場に投入する

と と も に、従 来 の セ パ レ ー ト 型 FET に つ い て は

「FROZENIX Partial ET」をラインナップに加えるこ

とで、新市場の開拓を推進していきます。さらに、将来

に向けた新製品の開発も順調に進んでいます。

 心血管関連

事業戦略
B u s i n e s s  S t r a t e g i e s

償還価格の 5% 下落を織り込んでいます。胆膵領域以外

では、モデルを刷新した大腸用ステントと改良品を再上

市する胃・十二指腸用ステントの伸長を見込んでいます。

2025 年３月期も多くの製品上市が控えていますが、

中期の販売でカギとなるのは、期中での再上市を目指

している自社製の胆道鏡です。差別化ポイントとしては、

さまざまな処置具を通せる大口径のチャネルがあるこ

とと、内挿する小型内視鏡が再利用可能であるため、医

療施設のコスト負担が軽いことの２点です。胆道鏡を

日々の症例で使いたいものの、既存品は高価で使いに

くいと感じている顧客に対して、新たな選択肢を提供し

ます。胆膵領域で胆道鏡をラインナップすることの意義

は非常に大きく、自社プレゼンスの向上を通じて他の処

置具の販売への好循環を期待しています。

高橋 信雄執行役員CVG事業本部副本部長

健全な市場競争は市場の活性化につながるため、当

社はこれを新たな拡販の機会と捉えています。実際、若

手外科医を中心に FET への関心が高まっており、FET を

使うことのハードルは以前より明らかに下がってきて

いるのを感じます。この状況は、当社の販売力を生かす

好機です。当社の営業部隊は全国の心臓血管外科を有

する病院の 96％をカバーし、緊急手術への対応力も高

く評価されているからです。国内における FET のパイオ

ニアとして、製品優位性を確立し、市場の成長を上回る

売上高の拡大を目指していきます。

中期ではプロダクト・ポートフォリオの強化による

各製品間でのシナジーを最大化することで、2028 年３

月期に売上高 45 億円の達成を目指します。そのために

は、予定されている製品の上市スケジュールを厳守す

ることがきわめて重要です。WallabyMedical/phenox 

社との連携を強化し、早期に導入に向けた準備を進め

ていきます。

また、営業部隊のスキルの底上げも重要な課題です。

最近では経験者の入社が短期間での売上拡大に寄与して

いますが、これを中期的な成長につなげていきます。経

験者から未経験者へ営業のロールプレイング等を通じ

て組織力の向上を図ることを重点的に取り組んでいき

ます。

消化器

脳血管
2024/3期 2025/3期 2026/3期以降

※上記タイムラインに記載の製品は主なものであり、これがすべてではありません。

ステントリトリーバー
「pRESET」

胆膵関連の処置具等を
継続的に上市予定

内視鏡ガイドワイヤー
「CAPELLA」

胆道鏡「DRESシリーズ」

バルーンガイディングカテーテル
ステントアシスト
フローダイバーター血栓吸引カテーテル

「Esperance」

主な上市タイムライン

「FROZENIX」

Frozen Elephant Trunk

「FROZENIX Part ia l  ET」 「FROZENIX 4 Branched」

心血管関連　脳血管関連　消化器
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財務戦略

収益性と効率性を考えた規律ある投資

最高財務責任者の役割は、企業価値を高めていくた

めに資本政策を立案・運営していくことです。長期的な

成長に向けて、たとえば海外における販路拡大や新領

域への参入においては、設備投資や初期在庫の投資が

必要となりますが、最大限の力を発揮できるよう適切

準 備・仕 込 み が 実 を 結 び 始 める期 間

 最高財務責任者（ＣＦＯ）に期待される役割とは

厳しい見通しの中、過去最高の営業利益を更新

2024 年３月期は、当社にとってターニングポイント

となる１年でした。期初想定では不採算事業の撤退、主

力製品の商流変更により減収を見込んでおりました

が、心房細動の症例数が想定よりも多く、年８～９％で

伸長しました。その結果、売上高はほぼ前期並みとな

り、粗利率の高い自社製品の販売が好調に推移したこ

とで営業利益は過去最高を更新しました。新領域の順

調な拡大も好業績に寄与しました。

円安の影響については輸入が円建て取引を主としてい

ることやドル建て取引も売上原価を移動平均法で算定し

ているため、大きな影響は受けませんでした。材料価格高

騰も原価低減の取組みでその影響を吸収しました。

 中期経営計画初年度を振り返って

財務戦略
F i n a n c i a l  S t r a t e g y

に投資を振り向けて、事業を加速させるべく財務面の

支援を行います。

激しい事業環境の変化に対応していけるよう、最高

財務責任者としては、常に将来の投資にも目を配り、準

備しておく必要があります。投資が目的に沿って適切

に活用されるためには収益性と効率性を考えた規律が

目標達成のための施策と	 	 	
ステークホルダーへの還元策

現在進行中の中期経営計画に関連して、脳血管領域

への新規参入に向けた人材投資や、基幹システム入替え

などのIT投資等を優先的に行ってきました。これらの施

策は、キャッシュ・アロケーションの考え方に基づき、財

務戦略の観点から投資判断を行っております。これから

も資本効率を意識しながら、研究開発・治験等の成長投

資、設備投資、M&A、株主還元など、適切にキャッシュを

配分していきます。

とくに今回の中期経営計画では、期間中に総額 250 億

円程度に及ぶ大幅な株主還元を予定しています。配当性

向 40%、DOE ５ % をベースに、さらにキャッシュ・ポジ

ションや BS のバランスを考慮して配当する基準を立て

ました。ベースの配当部分が毎年 30 億円×５年間で 150

億円、上積み分については配当か自己株式の取得による

還元を行いますが、すでに２回で 85 億円の自己株式の

取得を行いました。今後もキャッシュ・ポジションや BS

のバランスを考慮し、株主還元を進めてまいります。

従業員への還元も強化しており、株主還元の考え方

（配当性向 40%、税率 30％）から勘案し、連結営業利益の

予算を超えた分の 20％を業績連動賞与としました。導

入初年度の2024年３月期は、計画を上回る業績を達成し、

従業員へのインセンティブになり配当も増えるという

 中期経営計画達成に向けた財務戦略

好循環を生みました。また 2025 年３月期から、従業員持

株会を活用した譲渡制限付株式報酬制度も開始しまし

た。従業員が経営者や投資家と同じ視点からも、自分た

ちの仕事を見られるようになり、社内からのモニタリ

ング機能向上にも期待しています。さらに従業員への

還元強化は、人材の確保にもつながると考えています。

当社はこの数年、厳しい経営環境の中でも安定した業

績を維持しながら、中長期の視点では、成長が期待でき

る新領域での事業投資を行ってきました。これからは、

こうした準備・仕込みが実を結び始める期間になるの

ではと期待しています。

今後も積極的な事業投資と、事業の成長を支える規

律性のある資本政策により、一層の企業価値向上を目

指していきます。

必要です。BS のバランスを取りながら、企業価値を向上

させる仕組みを作ることが私の責任だと思っています。

2024 年３月期の設備投資としてもっとも大きかった

のは、基幹システムの入替えでした。長期間にわたり使

用してきた基幹システムを刷新し、新基幹システムを

稼働しました。今後、新基幹システムを活用すること

で、業務プロセスの最適化や業務の効率化に大きく寄

与するものと考えています。

研究開発投資も継続的に行っており、他社技術の購

入や大学との共同研究なども継続的に行っています。

また、当社の事業においては、製品の完成後も製品を市

場へ提供するまでに、さらに投資が必要となります。こ

のため、2024 年３月期から自社製品の研究開発費に加

えて、上市までに必要となる薬事申請や治験等に係る

費用を含めて、「研究開発投資」として管理することに

しました。

株式投資に関しては、当社の事業に関係する取引先

や提携先に対する投資であり、投資に見合う採算や利

益が見込めるかどうかを考慮して判断します。投資先

の事業計画などを精査し、一定のハードルレートをク

リアした投資先に限って投資を行います。

中期経営計画では、数値目標として５つのKPI（売上高、

新領域売上高、営業利益率、EPS、ROIC）を掲げており、売

上と営業利益率の進捗を注視するとともに、最高財務

責任者の立場としては EPS と ROIC も重視し、効率性を

意識した取組みに注力しています。

取締役経営管理統括部長
チーフ・ファイナンシャル・オフィサー

CFO Message
江川 毅芳

売上高

初年度実績
（2024年３月期）

中期経営計画
KPI

513億円
（2028年３月期）
630億円

新領域
売上高 18億円

（2028年３月期）
80億円

営業利益率 21.2%
（毎期）

20%水準

EPS 98.73円
（2028年３月期）
120円

ROIC 12.1%
（2028年３月期）
12%
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「多様性」は当社にとっても取り組むべき重要なテーマですが、これを

実現していくことは決して容易ではないと感じています。多様性への取

組みを一過性のものとせず継続していくためには、個人にとっても会社

にとっても望ましい形で実現していく必要があります。そのためには、従

業員の考えや感じていることを理解するとともに、会社の考えも発信し、

相互理解を図ることが重要ではないでしょうか。当社における課題であ

る多様な働き方の推進や女性管理職比率の向上などに着実に取り組んで

まいります。

人材戦略

 人材の育成と活躍機会の提供人材戦略
H u m a n  R e s o u rc e s  S t r a t e g y

当社グループでは人材を企業のさらなる成長に必要不可欠な資本として捉え、従業員それぞれの能力
を最大限発揮できるようにすることで、中長期的な企業の成長につなげていきます。

常務取締役管理本部長

山田 健二

採用における多様性の確保

当社では、以前から新卒、同業界の中途、異業界の

中途の３つのグループからバランスよく採用するとと

もに、女性についても職種を問わず積極的な採用に取

り組んできました。会社を取り巻く環境変化に柔軟に

対応するために、引き続き多様な人材の確保に努めて

いきます。

また、人材の獲得競争が厳しくなる中、会社の中長期

の成長を実現するためには、採用もこれまで以上に長

い時間軸で考える必要があります。中期経営計画を達

成するために必要となる人材像や人員数などを明確に

し、計画的な採用に取り組んでいます。

人材育成への取組み

年次・職位・年齢などに応じて、求められる能力やス

キル、キャリアに関する研修を実施することで、従業員

それぞれの成長を図るとともにキャリア形成の支援を

行っています。また、各従業員の業務に関連したスキル

を身に付ける研修を受講する機会を提供するほか、

e ラーニングによる自発的な学習も行えます。

こうした既存研修に加え、人材の早期育成を図るた

めに、これまでとは異なる視点でのプログラムの実施

に着手しました。若手・中堅社員を対象に、チームリー

ダーや管理職となった際に求められる基本的なビジネ

ススキルの研修を行います。このプログラムには全社

から異なる職種や等級の従業員が参加し一定期間共に

受講するため、部門を超えた社内ネットワークの構築

による相互理解の促進や、社内活性化といった組織面

での効果も期待されます。

適材適所の人材配置

新卒社員の配属は、複数部門における現場研修の

のち、本人の適性や希望などを踏まえて決定してい

ます。また、配属後は年齢や社歴の近い他部門の先輩社

員がメンターとして信頼関係を築きながら、定期的な

サポート面談を行うことでフォローを行っています。

育成の観点からは、配属後の一定期間を目安として、積

極的なジョブ・ローテーションを実施することにより、社

内で幅広い経験が積めるようにしています。

また、従業員の自律的なキャリア形成の実現を支援

することを目的として、社内公募制度や異動希望を会

社に伝える自己申告制度を実施しています。これらの

制度を通じて未経験の部門や新規事業の担当に就くな

どのキャリアチェンジによる自発的な成長機会を提供

するとともに、人材配置の適正化を図っています。

多様性の実現に向けて
ColumnColumn

異業界
中途採用

新卒採用

営業・マーケティング職

494名 70名

100名
(20%)

281名
(57%)

113名
(23%)

開発職

33名
(47%)

21名
(30%)

16名
(23%)

同業界
中途採用

2024 年 3 月末 新卒・中途採用の構成比

求める人材像

当社が求める人材像は「自ら考え行動できる人」「嘘

のない誠実な人」です。そして、従業員には「新しいこと

を積極的に学ぶ」「プロフェッショナルとして自分の見

識を高める」「チームワークを大切にして個人主義に走

らない」という姿勢を持って欲しいと考えています。

取り扱う製品が患者様の命に関わる医療機器であり、

医療従事者に対して適切な情報提供を行う責任がある

ため、常に最新の知識を身につけ、現場で多様な経験を

積むことが必要です。変化する医療現場の状況にタイ

ムリーに対応するためには、個々の力だけではなく、会

社全体がチームとして互いにサポートし合う体制が欠

かせません。

従業員それぞれがこれらのことを実践してきたこと

で医療現場から信頼を得て、今日までの成長につな

がったと考えます。今後も求める人材像を大切にして

育成等に取り組み、人材・組織面での当社の強みを維持

していきます。

持続的な成長のために

経営環境が大きく変化する中、中期経営計画を着実に

達成し継続的に成長していくためには、人材が重要な

キーとなってきます。そのために、いかに人材を採用・育

成し、定着を図っていくかを考え、中長期視点での人員

計画の検討や育成プログラムの実施、成果を適正に反

映した報酬制度の導入、エンゲージメントを向上する

ための施策などに取り組んでいます。

制度面での対応だけでなく、従業員が仕事を通じて

自身の成長を実感できることも重要だと考えます。新

たな課題にチャレンジすること、プロジェクトでこれ

まで経験していない新たな役割を担うこと、異動によ

り新しい環境に身を置くことなど、さまざまな成長の

機会を提供していきたいと考えています。

新領域への挑戦やグローバル展開の拡大など、今後

の事業における新しい取組みは多くあります。これら

を通じて個人の成長も図り、企業成長の成果を従業員

にも還元することでよい循環を生み、持続的な成長を

実現していきたいと考えています。
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経営基盤

新たな報酬制度の導入

これまでの当社の報酬制度では、定期賞与においては

業績と一定の連動性がありましたが、従業員の成果に

対してより適切に報いるとともに、業績達成に向けたイ

ンセンティブの向上を目的として、新たに業績連動賞与

を導入しました。さらに、中長期の企業価値向上への動

機付けや株主・投資家目線の共有ということを目的と

して、株式報酬である従業員持株会向け譲渡制限付株式

報酬制度を導入しました。

また、開発・製造の現場を支えており、自社製品の競

争力の源泉ともいえるパート社員への処遇改善にも取

り組んでいます。これにより、熟練した技術を持つパー

ト社員の定着を図るとともに、採用においても優れた

人材の獲得につながっています。

従業員満足度調査の実施

従業員の仕事・職場・会社に対する意識を把握するた

めに、全従業員を対象に従業員満足度調査を実施して

います。2024 年３月期が２回目の実施となり、前回を上

回る94.5％（対前年+1.4pt）の高い回答率となりました。

全般的に平均よりも高いスコアとなっているものの、

数値として見える化されたことでさまざまな課題が見

えてきたことも事実です。

調査結果については取締役会等で報告するとともに、

部門単位で詳細なフィードバックを実施し、それぞれ

の課題について部門内で話し合い、改善に向けたアク

ションプランを策定・実行しました。また、全社的な制

 従業員が安心して働ける職場づくり

報酬面の取組み 2024/3期 2025/3期

正社員への
定期昇給・ベースアップ

＋4% ＋5.5%

パート社員への待遇改善 時給＋13.4%
時給＋9.3%
賞与改定あり

インセンティブ報酬制度
の導入

従業員業績連動
賞与

（連結営業利益と
連動）

従業員業績連動賞与
従業員持株会向け
譲渡制限付株式

報酬制度

重要な人権テーマ 対応策

ハラスメント・差別
◦�全従業員を対象として毎年１回継続的に社内研修

を実施
◦�アンケート結果を踏まえた対応策の検討

賄賂・腐敗

◦�医療機関や医療従事者に対して金品等を提供
する際の厳格な社内審査の継続・体制強化

◦�業界ルールである「医療機器業公正競争規約」
および関連法令に関して、入社時は全社員を
対象とし、入社後も営業等関連部門に対しては
毎年継続的に研修を実施

救済へのアクセス

◦�内部通報窓口の周知活動の継続および信頼性
向上のための活動実施

◦�海外子会社における内部通報窓口の使用言語の
拡大

度面での課題については人事部門が中心となり見直し

を実施しました。

人権への取組み

当社は 2023 年３月期に「JLL グループ人権方針」を制

定し、すべての取締役および従業員に対してステークホル

ダーの人権を尊重した行動を取ることを求めています。

この方針に基づき人権デューデリジェンスを進め、当社

における３つの重要な人権テーマを特定しました。

その中の「ハラスメント・差別」と「救済へのアクセ

ス」は、当社のサステナビリティにおけるマテリアリ

ティである「従業員が安心して働ける職場づくり」を実

現するためにも重要な課題であると認識しており、今

後さらなる対応策を講じていきます。
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サステナビリティマネジメント

当社グループを取り巻く環境の変化や価値観の多

様化に対応するために、取締役や従業員の行動指針

として2022年12月に「行動規範」を定めています。

「最新最適な医療機器を通じて健康社会の実現に貢

献する」というMissionを実践するためには、当社の

一人一人がステークホルダーの皆さまのことを考え、

その期待に応えた行動を取る必要があるとの考えに

よるものです。最新最適な医療機器の提供を通じて、患

者様や医療従事者の皆さまの期待に応えるだけでなく、

すべてのステークホルダーの皆さまに「日本ライフラ

インでよかった」と言ってもらえることを目指してい

ます。これはサステナビリティの取組みにおいてもと

ても大切であると考えており、行動規範が当社のサス

テナビリティの指針となっています。​

 サステナビリティの基本方針

サステナビリティ委員会

当社のサステナビリティの取組みは、代表取締役社

長が委員長を務め、業務執行取締役が委員であるサス

テナビリティ委員会が中心となり、会社全体の活動方

針の決定や推進を行っています。委員会の傘下にはマ

テリアリティごとに７つの分科会が設置され、委員会

の指示の下、具体的な活動を行っています。委員会は四

半期ごとに各分科会より活動報告を受け、目標達成に

向けた進捗状況をモニタリングしています。また、取

締役会はサステナビリティ委員会から定期的に報告を

受け、監督を行うとともに、サステナビリティに関する

重要な事項を決定しています。

当社グループはMissionに基づき、最新最適な医療機器の提供という事業を通じた社会課題の解決
に取り組むとともに、ステークホルダーの皆さまの期待に応えることで持続的な成長を目指します。

サステナビリティマネジメント
S u s t a i n a b i l i t y  M a n a g e m e n t

 マテリアリティ特定プロセス

当社はさまざまな解決すべき社会課題を「当社にとっ

ての重要性」「ステークホルダーにとっての重要性」の

２つの軸を用いて評価し、優先順位付けをしました。

さらに取締役の討議による妥当性確認を踏まえ、当

社のサステナビリティの中心として７つのマテリアリ

ティを特定しました。

	— マテリアリティの特定手順

社会課題の洗い出し 国際的なサステナビリティに関するガイドライン（GRI、SASB、SDGs）等の評価項目を参照し社会課題を
抽出。包括的なロングリストを作成し、項目の整理を行い、27項目の社会課題ショートリストを作成。

社会課題の優先順位付け 個別の社会課題について、「当社にとっての重要性」、「ステークホルダーにとっての重要性」の２つの軸を用いて評価、
優先順位付けを実施。社会課題評価のマトリックスを作成し、当社が優先して取り組むべきマテリアリティの候補を選定。

妥当性確認 選定されたマテリアリティ候補について取締役による討議を行い、マテリアリティの妥当性を確認。 

マテリアリティの特定 取締役会で「事業を通じて解決する課題」と「事業基盤の強化として取り組む課題」の２つの観点から当社が
取り組むべき課題として、7つのマテリアリティを特定。 

取締役会

サステナビリティ委員会

分科会

各部門

委員長
委　員
事務局

代表取締役社長
業務執行取締役
経営企画部

：
：
：

統括責任者：代表取締役副社長

環境分科会

安定供給分科会

医療課題解決分科会

人材・多様性分科会

コーポレート・ガバナンス
分科会

品質管理分科会

コンプライアンス/
リスクマネジメント分科会

報告

報告

監督

監督

	— 事業を通じて解決する課題

領域 マテリアリティ 主要テーマ

経営理念
健康社会の実現

革新的な医療機器による 
医療課題の解決

・自社製品の技術力向上
・臨床的価値の高い医療機器の導入

	— 事業基盤の強化として取り組む課題

領域 マテリアリティ 主要テーマ

環境
地球環境への配慮

環境負荷の低減
・資源の有効活用
・温室効果ガスの削減
・廃棄物の削減・適切な処理

社会
働きがいのある職場の実現
安全・安心な製品の供給

従業員が安心して働ける職場づくり
・働きやすい職場環境の整備
・多様性の尊重
・人権の尊重

人材の育成と活躍機会の提供
・従業員の成長支援
・教育研修の充実

製品の品質と安定供給
・品質管理体制の維持・強化
・製品の安定供給

ガバナンス
責任ある企業としての行動

コーポレート・ガバナンスの強化
・監査・監督機能の強化
・�客観性および透明性のある経営判断・業務執行
・リスクマネジメント活動の強化

コンプライアンスの推進 ・企業活動における公正性と透明性の確保

 マテリアリティ

特定した７つのマテリアリティを「事業を通じて

解決する課題」と「事業基盤の強化として取り組む課

題」に分類しています。

マテリアリティごとに設定した主要テーマに関連す

る活動に継続的に取り組むことで中期目標（2025年３月

期）の達成を目指しています。

1.  患者様の
 ｢JLLの製品に出会えて、よかった｣

2. 医療従事者の皆さまの
 ｢JLLが来てくれて、よかった｣

3. 取引先の皆さまの
 ｢JLLと取引できて、よかった｣

4. 地域の皆さまの
 ｢JLLがいてくれて、よかった｣

5. 株主の皆さまの
 ｢JLLの株主になって、よかった｣

6. 私たち従業員が
 ｢JLLで働いて、よかった｣

行 動 規 範

日本ライフライン（JLL）でよかった

 サステナビリティ推進体制
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マテリアリティとKPI

マテリアリティとKPI
M a t e r i a l i t y  &  K P I s

※ Medical Device Single Audit Program（医療機器単一調査プログラム）
アメリカ、オーストラリア、ブラジル、カナダ、日本の5か国の規制当局の規制要求事項に対する、製造業者のQMSの適合性および妥当性について、認定された
調査機関を使った単一調査実現のためのプログラム。

領域 マテリアリティとSDGs ＫＰＩ 主な中期目標（2025年3月期） 2024年3月期の主な実績

事業を通じて 
解決する課題 経営理念

革新的な医療機器による
医療課題の解決

研究開発費 ・�研究開発費の進捗管理 （連結）研究開発費2,366百万円（前期比2.2％増加）

特許の出願件数
・�特許出願件数　100件 
（2023年3月期～2025年3月期累計）

41件（2023年3月期～2024年3月期累計　75件）

知財発信の新領域の模索 ・施策の立案および実施 継続実施

ユーザーフレンドリーな製品の導入 ・医療現場のニーズ把握とそれに応える製品の開発 
・新規性の高い商品の探索

継続実施
独自技術の他領域への応用・展開

事業基盤の強化
として取り組む
課題

環境

環境負荷の低減 環境保全方針の策定と推進体制の整備 ・環境推進体制の整備 グリーン調達基準書の制定

CO2排出量
・�2031年3月期CO2排出量50％削減（2021年

3月期比）を念頭に入れた取り組み
（連結）Scope1,2排出量5,866ｔ
（基準年度比 15.6%削減）

産業廃棄物のリサイクル率 ・産業廃棄物のリサイクル率90％を達成 （単体）97％

社会

従業員が安心して
働ける職場づくり

ワークライフバランス改善に向けた
現状把握および施策の検討・実施

・実労働時間のモニタリング・改善 （単体）一人当たりの年間実労働時間の把握（1,828.6h）

女性管理職比率
・2031年3月期15％の達成 
・女性の採用比率向上とサポート施策の検討・実施

（連結）4.5%　（単体）3.6%

人権リスクの低減に向けた取組みの強化 ・人権に関するリスクアセスメントの実施
・人権リスクに関する研修の実施
・人権デューデリジェンスの実施

人材の育成と活躍機会の提供 人材方針策定および人材開発推進体制の構築 ・人材方針策定および人材開発の推進 推進体制の構築

従業員満足度の把握および向上 ・従業員満足度の向上 調査結果の分析およびアクションプラン策定・実施

一人当たり教育研修費 ・一人当たり教育研修費を前期比5％増加 （単体）79,108円（前期比18.6％減少）

製品の品質と安定供給
グローバルな規制要求事項への対応

・MDSAP※の認証取得 
・サーベイランスの評価向上

MDSAPの認証取得

自社製品の品質維持・向上 ・苦情報告の解析および医師向けアンケートの実施 医師向けアンケートの実施1品目

生産ライン複線化の推進
・生産ライン複線化の推進 
・多能工化の推進

コア自社製品の複線化作業を継続

重要部材・外注加工委託の複線化・内製化
・�複線化・内製化カバー率5％増加 
（2024年3月期比）

・重要部材の選定を実施
・複線化部材の優先度を検討

ガバナンス

コーポレート・
ガバナンスの強化

コーポレートガバナンス・コードへの対応 ・コーポレートガバナンス・コード改定への対応
・取締役報酬の構成および算定方法見直し
・「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」の開示
・統合報告書の発行

リスクマネジメントの推進
・�全社リスクの再評価、対策の決定、			 

検証および継続的な見直しの実施
・全従業員向けのBCP説明会を実施 
・全社リスクに対する評価の見直し

情報セキュリティ対策の強化
・�全社リスクの分析結果に基づく5か年の 

ロードマップ作成と実施
・従業員向け研修の実施（2回）
・脆弱性診断の実施および診断結果に基づくロードマップの作成

コンプライアンスの推進 コンプライアンス体制の強化 ・各種研修の継続的な実施、浸透促進
・従業員向けおよび業務別各種研修の実施 
・奨学寄付審査体制の強化

内部通報制度の理解向上に向けた
取組みの推進

・公益通報者保護法に準拠した内部通報制度の整備 
・適切な利用を目的とした周知活動の実施

・内部通報制度の窓口認知度、理解度調査の実施 
・�子会社（マレーシア、韓国）向けに内部通報制度の周知説明会を実施
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環境

温室効果ガス排出量削減の取組み

当社の国内３工場すべてで太陽光発電システムを導

入し、再生可能エネルギーの利用に取り組んでいま

す。合計の年間想定発電量は396.2MWhとなり、CO2の

排出量は毎年171.2t削減される見込みです。また2025

年３月期に、マレーシア工場での太陽光発電システム

の稼働を予定しています。

製造作業を行う工場内のクリーンルームは環境維持

のため空調設備を24時間365日稼働させていますが、

夜間・休日は設定温度や換気回数の見直しを行い、積極

的に省エネルギーの推進に取り組んでいます。

小山ファクトリーの太陽光発電パネル

 JLL グループ環境保全方針

当社は地球環境の保全への取組みを重要な経営課題

と捉えており、事業における環境負荷低減をグループ

全体で推進するため「JLLグループ環境保全方針」を定

めています。各項目への具体的な取組みを通じて、持続

可能な社会の一員としての役割を積極的に果たしてい

きます。

 具体的な取組み

 推進体制

サステナビリティ委員会の監督の下、マテリアリ

ティ「環境負荷の低減」を担当する環境分科会が中心

となり、環境保全に関する具体的な取組みの検討や

活動の推進を行っています。環境分科会は、サステナ

ビリティ委員会に対して四半期ごとに活動の進捗状況

やリスク評価・対策等について報告を行い、適宜その

指示を受けています。

また、地球環境の保全に関連するリスクに関しては、

サステナビリティ委員会は全社のリスク管理を取りま

とめるリスクマネジメント委員会と情報共有を行う等、

連携して対応を行っています。

1.�環境汚染のリスク低減
	 ・�医療機器の設計、開発、生産、販売、使用および廃棄の全体プロセスで環境負荷に配慮した製品の提供に取り組みます。

	 ・�全ての事業活動において、使用が禁止されている有害化学物質を使用せず、製品の含有化学物質管理に取り組みます。

2. �環境保全の推進
	 ・�気候変動への対応のために、再生可能エネルギーの利用、省エネルギーの推進を通じて温室効果ガス排出量の削減に取り組みます。

	 ・�循環型社会形成のために、限りある資源を効率的に使用し、また再利用することでゼロエミッションに向けて取り組みます。

	 ・�自然との共生のために、水資源や生物多様性の保全および持続可能性に配慮した責任ある調達に取り組みます。

3.�法規制、条例その他社会規範の遵守
	 ・�全ての事業活動において国内外の環境に関する法規制・条例並びに同意した協定等を遵守します。

4. �環境経営の推進
	 ・�環境への取り組みに関して積極的に情報開示を行って説明責任を果たします。

地球温暖化や環境汚染などの深刻な環境問題に対して、地球環境の保全と経済発展を両立できる
持続可能な社会の実現に向け、当社グループも事業における環境負荷の低減に取り組んでいます。

環境
E n v i ro n m e n t a l

E S G

取締役会

環境分科会

各部門

サステナビリティ委員会

監督報告 監督報告

連
携

監督報告

委員長
委　員
事務局

代表取締役社長
業務執行取締役
経営企画部

：
：
：

リスクマネジメント委員会

責任者 取締役開発生産本部長：

環境分科会の取組み
1. 環境汚染のリスク低減
2. 環境保全の推進
3. 法規制、条例
　 その他社会規範の遵守
4. 環境経営の推進

CRO：取締役

産業廃棄物のリサイクル

廃棄物のリデュース（抑制）やリユース（再利用）に取

り組むとともに、循環型社会形成に向けてリサイクル

（再生利用）に注力しています。

製品の製造工程で生じる廃棄部材、滅菌期限切れに

より使用できなくなった製品、物流拠点の製品運搬用

パレット等、産業廃棄物のリサイクル範囲を順次拡大

してリサイクル率の向上に取り組んでいます。2024年

３月期の産業廃棄物のリサイクル率は97％となりま

した。

（単体） 2022/3期 2023/3期 2024/3期

産業廃棄物
リサイクル率

92% 96% 97%

資源の有効活用

当社製品の製造においては上水を使用する工程が多

くあるため、各工場において水使用量の削減に取り組ん

でいます。とくに製品の洗浄等のために大量の上水を

要する工程においてはチラー（冷却水循環装置）を設置

し、一度使用した水を循環させ再利用することで水資

源の保全に取り組んでいます。

また、2024年３月期の取組みとして一部製品の化粧

箱（紙箱）をFSC 認証※1 製品へ切り替えました。さらに

製品トレイに再生可能な生物由来の原料を用いたバイ

オマス素材※2 を導入することを検討しています。
※１	環境、社会、経済の便益に適い、きちんと管理された森林から生産された林

産物を使用した製品に対するFSC（森林管理協議会）の認証制度
※２	動植物に由来する有機物を原料とし、燃やす際にも大気中の二酸化炭素の

増減に影響を与えない素材。

（単体）
開発生産部門

2022/3期 2023/3期 2024/3期   

水資源使用量 16,821㎥ 13,184㎥ 13,917㎥

化学物質の管理

小山および市原の両工場では、製品の滅菌工程にお

いて医療機器で広く使われるEOG（エチレンオキサイ

ドガス）を使用しています。EOGは低温でも滅菌効果が

高い一方で、強い毒性を有するため、専用設備で燃焼処

理し無害化してから大気に排気することで環境負荷の

低減を図っています。

また国内外の環境に関する法令・条例ならびに協定

等を遵守するため、社内のグリーン調達基準に基づき、

サプライヤーの協力を得ながら製品含有化学物質の

把握・管理に取り組んでいます。

4443 Japan Li fel ine Integrated Report  2024 44



イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造

成
長
戦
略

経
営
基
盤

デ
ー
タ
集

環境

	— 移行リスク

分類 リスク要因
影響

対応策
1.5℃/2℃ 4℃

政策・規制
GHG排出の価格付け進
行

中 低
・�計画的に省エネ活動を推進する
・�再生可能エネルギーを活用する

技術
既存製品／サービスの低
炭素オプションへの置換

低 低
・�環境配慮製品（製造時、使用時の炭素排出が少ない）を開発する
・�医療機関の効率化（オペ時間短縮等）に貢献する製品を開発する

市場

消費者行動の変化 高 低
・�環境配慮製品（製造時、使用時の炭素排出が少ない）を開発する
・�医療機関の効率化（オペ時間短縮等）に貢献する製品を開発する
・�気候変動対応要請に対し、積極的に取り組み、情報開示を行う

原材料コスト高騰 低 低
・�サプライチェーンの構成メンバーとの気候変動に関する協働計画

を策定する

	— 物理的リスク

分類 リスク要因
影響

対応策
1.5℃/2℃ 4℃

急性
サイクロンや洪水等の異
常気象の重大性と頻度
の上昇

中 高 ・�台風や洪水等の被災に対するBCPプランを策定する
・�開発・製造機能の分散化を図る
・�原材料調達の複線化や代替案検討を進める
・�物流の代替手段や早期復旧プランを検討する
・�開発・製造検証プロセスの効率化を推進する慢性

降雨パターンの変化、気
象パターンの極端な変動

低 中

	— 機会

分類 機会要因
影響

対応策
1.5℃/2℃ 4℃

資源の効率

効率的な輸送手段の利
用／効率的な生産・流通
プロセス

中 低
・�輸送手段の効率化を推進する
・�製造プロセスの効率化を推進する
・�産業廃棄物のリサイクルを推進する再生利用（リサイクリン

グ）の利用
低 低

製品・サービス
低炭素商品／サービスの
開発、拡大
消費者の好みの変化

中 低
・�環境配慮製品（製造時、使用時の炭素排出が少ない）を開発する
・�医療機関の効率化（オペ時間短縮等）に貢献する製品を開発する

市場 新たな市場へのアクセス 低 低 ・�新たな疾患を治療する医療機器を開発する　

レジリエンス
（回復力）

再生可能エネルギープロ
グラムへの参加
省エネ対策の採用
資源の代替／多様化

低 中
・�原材料調達の複線化や代替案検討を進める
・�物流の代替手段や早期復旧プランを検討する

 TCFD 提言に基づく情報開示

当社グループは気候変動が事業の継続や持続的な成

長に影響を及ぼす重大なリスクや機会になると認識し

ています。FSB（金融安定理事会）により設置された

「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）」の提言

に基づき、 ４つの開示項目に沿って、気候変動に関する

情報開示を積極的に進めていきます。

ガバナンス

気候変動に関する取組みについては、サステナビリ

ティ委員会の監督の下、環境分科会が中心となり具体

的な対応の検討や活動の推進を行っています。環境分

科会は、サステナビリティ委員会に対して四半期ごと

に活動の進捗状況やリスク評価・対策などについて報

告を行い、適宜その指示を受けています。また、気候変

動のリスクに関して、サステナビリティ委員会はリス

クマネジメント委員会と情報共有を行う等、連携して

対応を行っています。

評価軸 概要

時間的視点
当社グループ事業へ影響を及ぼすと想定される
期間がどの程度か（長期・中期・短期）

発生可能性
当社グループ事業へ影響を及ぼす可能性がどの
程度か（高い・中程度・低い）

影響範囲
当社グループ事業へ影響を及ぼす影響範囲がど
の程度か（大規模・中規模・小規模）

シナリオ分析の評価基準

戦略

気候変動によるリスクと機会の特定にあたり、IPCC

（気候変動に関する政府間パネル）やIEA（国際エネル

ギー機関）などが発表する情報を基に、エネルギー情勢

や社会的側面に対する世界への影響を踏まえ1.5℃／

２℃シナリオおよび４℃シナリオを設定しました。環

境分科会においてそのシナリオに則り、時間的視点、発

生可能性および影響範囲の観点から財務影響の分析を

行いました。当社グループ事業への影響の大きさを定

量的・定性的に評価するとともに対応策の検討を進め

ています。

指標および目標

マテリアリティの一つである「環境負荷の低減」にお

いてCO2 排出量をKPIに設定し、進捗管理を行うための

指標としています。

2030年度に向けたCO2 排出量削減目標（連結）および

当社グループのScope１,２のCO2 排出量実績（連結）

の推移は下記になります。今後も削減目標の達成に向

けて着実に取り組んでいきます。

2030年CO2排出量50％削減（2021年3月期比）

（連結）Scope1,2排出量※を対象

※	自社の事業を通じて直接的・間接的に排出される温室効果ガス排出量

CO2排出量削減目標

評価軸
2021/3期

（基準年度）
2023/3期 2024/3期

CO2排出量実績
（連結）

6,950 6,612 5,866

基準年度比較 ▲4.9% ▲15.6%

CO2排出量実績（連結）Scope1,2 排出量	 単位 :t-CO2

リスク管理

当社では気候変動のリスクに関して環境分科会が中

心となり組織横断的に議論しております。議論された

リスク影響度とその対応策については、定期的に影響

度の見直しを実施するとともに対応策の進捗状況の確

認を行っています。

サステナビリティ委員会は四半期ごとに環境分科会

より活動報告を受け、影響度と対応策の状況をモニタ

リングするとともに、リスクマネジメント委員会と情

報共有を行う等、連携して対応を行っています。また、

取締役会はサステナビリティ委員会から定期的に報

告を受け、監督を行うとともに、気候変動に関する重要

な事項を決定しています。
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社会

品質管理の方針

当社では安全・安心な製品を医療現場に供給し患者

様や医療従事者の信頼に応えることを目指して、本社

および自社工場共通の品質方針を設定しています。

品質管理の活動

当社製品の製造工程では、必要な教育・訓練を受けた

作業員が定められた手順に従って作業を行うことで、製

品の品質維持に取り組んでいます。製品への異物の混入

や付着を避けるため、作業着の指定、手洗・更衣・清掃の手

順化、作業に不要な物品の持込み禁止などのルールを定

め、作業環境を維持しています。とくに高い清浄度が求め

られるクリーンルームでは清浄度や浮遊菌などの試験を

定期的に実施し、作業環境を監視しています。

製品の検査業務に関しても、技能を有する作業員が

定められた手順および適切に管理された測定機器を用

いて検査規格への適合を確認します。検査は、部材の

受入、組立、包装および出荷前の各段階で実施し、すべ

て合格となった製品のみ出荷します。加えて定期的に

外部の審査機関から品質管理に関する監査を受けるこ

とによって、社内の品質管理体制が法規制等の要求事

項に適合していることを確認しています。

不具合への対応

当社製品の使用時に発生した機器の不具合や健康被

害の情報を全国から収集し、品質向上につなげる取組

みを行っています。万が一出荷後の製品に品質上の問

題が発生した場合には、薬機法・関連法令等に従って速

やかに行政機関に届け出をするとともに、原因特定の

調査を実施し、被害の拡大防止のための是正措置を迅

速に行います。また当社製品と関連した重篤な健康被

害が生じた場合は、法令に則って行政機関への報告を

行い、医療施設への情報提供等を行うとともに、再発防

止に取り組みます。

品質管理の現場

患者様の生命に関わる医療機器を取り扱う企業として、「製造物責任」を重要な経営課題として
捉えており、製品の品質維持や安定供給の継続のためにさまざまな施策を講じています。

社会
S o c i a l

E S G

製造ラインの複線化

当社の取り扱う医療機器の多くは患者様の生命に関わ

る高度管理医療機器であり、市場シェアの高い製品もあ

ります。このことから医療現場に製品を安定的に供給

し続けることは当社の社会的使命であります。

自然災害など非常時における事業中断が発生した場

合も継続的に製品を供給できることを目指して、主要

製品に関する製造ラインの複線化を計画的に推進して

います。また当社製品の製造には一定の技術習熟が必

要なことから、非常時の迅速な代替製造に備え作業者

の多能工化や協力会社に製造移管した製品に関する技

能維持の教育・訓練も継続して行っています。

事業継続計画（BCP）の策定

大地震等の自然災害の発生による事業中断に備えて

全社で事業継続計画（BCP）を策定しています。

2024 年３月期は策定した事業継続計画の実効性を

高めるため、初動対応マニュアルの検証と全社員向け

の BCP 説明会を実施しました。全社が連携して被災後

の早期事業再開が行える体制の構築を進めています。

 サプライチェーンマネジメント

調達方針

当社グループは調達方針に則り、サプライヤーと

ともに製品の品質維持と安定供給に取り組みます。

サプライチェーンのリスクマネジメント

当社は定期的にサプライヤーに対してリスクマネジ

メントに関するアンケートを実施しています。アン

ケートの回答結果を踏まえて各社のリスクアセスメン

トを行い、当社にとっての重要部材や供給停止のリス

クが高い部材に関して購買先の複線化の検討等の対策

を講じています。

また、仕入商品においては製造や物流の混乱による供

給難に備えて、一定数の在庫を常に保有するとともに、

必要に応じて在庫積み増しを実施しています。

2024 年３月期は主要サプライヤーおよび商品仕入先

に対して「人権に関するアンケート」を実施しました。

取引先各社の人権への取組み状況の把握と人権リスク

の発生可能性・深刻度の評価を進めています。今後、各

社とも連携しながらサプライチェーンにおける人権侵

害リスクの低減に取り組んでいきます。

 製品の品質管理

	— 調達方針
Fair グローバルでの公平・公正な取引の機会
国内外すべてのサプライヤー様に、競争の機会を公正・公平に
提供します。

Advanced 最新技術力・製品安全性の確保

製品の機能・価値を決定付ける最新最適な技術を常に探索し、か
つ製品安全性の確保をサプライヤー様との協同関係により目指し
てまいります。

Compliance 法令・社会規範の遵守
調達活動にあたっては、関係法規を遵守し社会規範に従い健
全で公正な活動を行います。

Win-Win サプライヤー様との信頼関係に基づく共存・共栄
サプライヤー様との長期的な信頼関係を築くと共に、研鑽、
協力のもと、相互の発展を目指してまいります。

品質方針

「 当 社 の 経 営 理 念 を 具 現 化 す る た め、当 社 は 品 質 マ ネ
ジメントシステムの下、医療現場に最も近いメーカー
として、医療現場が求めるニーズを的確に反映した自
社 製 品 の 開 発、製 造、並 び に 海 外 の 最 先 端 の 医 療 機 器
の 導 入 に 努 め、日 本 の み な ら ず、世 界 の 医 療 現 場 に 貢
献することを目的として事業活動を推進します。」

品質保証体制

当社が取り扱う医療機器の多くは患者様の生命に関わ

る高度管理医療機器に分類されるものであり、「医薬品、

医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律（以下、薬機法）」・関連法令およびISO 13485：2016（医

療機器における品質マネジメントシステムの国際規格）

において厳格な品質を確保するための体制が求められて

います。

当社では品質保証部門において、ISO13485に準じた品

質マネジメントシステム（QMS：Quality Management 

System）の構築と維持・改善を主導し、製品に求められ

る基準に対する有効性・安全性を担保しています。各工

場の品質管理部門は QMS に則って製造プロセスの管理

や検査業務を行うことで、品質が担保された製品のみ

が市場に供給される品質保証体制を構築しています。

MDSAP認証の取得

今後の自社製品の海外展開を視野に入れ、2023年５月

に 本 社 お よ び 国 内 ３ 工 場 に お い て MDSAP（Medical 

Device Single Audit Program）認証を取得しました。

MDSAP は、一度の審査により加盟各国（米国、オースト

ラリア、ブラジル、カナダ、日本）の規制要求事項への適

合が証明されるものです。今後も QMS を維持・改善し、

自社製品の海外輸出に向けた体制の強化に向けて取り

組んでいきます。

 安定供給
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コーポレート・ガバナンス体制

選任/解任

連携

連携 指示

監査/監督

選定/解職

執行指示/監督提案/報告

監査

連携

内部監査

選任/解任 選任/解任

諮問

答申

指示

報告

会
計
監
査
人

監査室

取締役会 指名・報酬諮問委員会

コンプライアンス委員会

リスクマネジメント委員会

サステナビリティ委員会

情報セキュリティ委員会

投融資委員会

代表取締役社長

業務執行部門・子会社

株主総会

監査等委員会

 基本的な考え方と体制

基本的な考え方

当社は、「最新最適な医療機器を通じて健康社会の実

現に貢献する」という Mission を掲げています。これを

実践し、ステークホルダーの皆さまからの期待や要請

に応え、持続的な企業価値の向上を目指していくため

には、実効性のあるコーポレート・ガバナンスの確立が

重要であると認識しています。

当社はマテリアリティの一つである「コーポレート・

ガバナンスの強化」を通じて経営の客観性および透明

性を確保するとともに、経営環境の変化に迅速かつ的

確に対応できる経営体制の構築に努め、実効性のある

コーポレート・ガバナンスを実現していきます。

 取締役会

持続的な成長を成し遂げていくためには、コーポレート・ガバナンスの強化およびコンプライアン
スの推進はとくに重要であると考え、客観性および透明性の高い経営体制を構築しています。

ガバナンス
G o v e r n a n c e

E S G

取締役会の実効性評価

取締役会の実効性をさらに高めていくために、2018

年３月期から毎年、取締役会の実効性について分析・評

価を行い、その手続きおよび結果の概要を開示してい

ます。2024 年３月期における取締役会の実効性評価の

概要は以下のとおりです。

	— 実効性評価のプロセス

すべての取締役を対象とした匿名の自己評価アンケー

トを実施しました。評価における客観性を確保するため、

アンケート調査の集計結果の取りまとめおよび分析は外

部コンサルタントに委託し、その分析を踏まえ、取締役会

において実効性に関する分析および評価を行いました。

コーポレート・ガバナンス体制

当社は監査等委員会設置会社を選択しています。構

成員の過半数が独立社外取締役である監査等委員会の

設置により、業務執行に対する監査および監督機能を

強化しています。また、取締役会の諮問機関として、委

員の過半数が独立社外取締役で構成され、独立社外取

締役が委員長を務める指名・報酬諮問委員会を設置する

ほか、コンプライアンス委員会、リスクマネジメント委

員会、サステナビリティ委員会および情報セキュリ

ティ委員会を設置し、取締役会の指示の下、全社のガバ

ナンス強化のために活動しています。

取締役会の構成・運営状況

取締役会は、取締役（監査等委員であるものを除く）12

名（うち社外取締役３名）、監査等委員である取締役４名

（うち社外取締役３名）の合計16名で構成されています。

定時取締役会を原則として毎月１回開催するほか、必要

に応じて臨時取締役会を開催しています。

取締役会の審議事項

2024 年３月期の取締役会においては、法令、定款およ

び取締役会規程に基づき、予算、決算、中期経営計画、

重要な組織・人事、投融資案件、重要な契約、自己株式の

取得、サステナビリティに関する重要な事項などを審

議し決定しました。また、月次決算、取締役の職務執行

状況、コンプライアンスに関する重要な事項などに

加え、投融資委員会やサステナビリティ委員会から報

告を受け、議論・意見交換を実施しました。

	— 主な評価項目

1. 取締役会の構成と運営

2. 経営戦略と事業戦略

3. 企業倫理とリスク管理

4. 業績評価と経営陣の評価・報酬

5. 株主等との対話

	— 分析・評価結果の概要と今後の課題

取締役会としての役割および機能を適切に果たして

おり、実効性を確保しているものと分析・評価しました。

各評価項目に関しては、主要経営指標の使用に関する

評価が大きく改善したことから、2023 年 5 月に公表し

た中期経営計画において目指すべき５つの数値目標を

設定し、モニタリングを行っている効果が表れている

ものと分析しています。また、昨年度に引き続き指名・

報酬諮問委員会の責務や審議状況の共有に関する評価

が高く、取締役会が果たすべき健全な監督機能の一翼

を担っていることを確認しました。一方で、取締役会の

実効性をさらに高めるためには、取締役トレーニング

のさらなる充実（取締役就任時およびその後の継続的

なトレーニング機会の提供）が引き続き課題であるこ

とを共有しました。

取締役のサポート体制

取締役がその役割と責務を適切に果たせるよう、

取締役に対して積極的な情報提供に努めています。

取締役会の開催にあたって事前に資料を配信するとと

もに、社外取締役に対して議案の事前説明の機会を

設け、取締役会における議論の活性化を図っています。

取締役に対するトレーニングとして、就任時において、

取締役に求められる役割と責務を理解するため、社外研

修の受講の機会を提供しています。年に一度は取締役を

対象として研修を実施するとともに、取締役の業務を遂

行するにあたって必要な知識を学ぶための費用を負担す

るなどの支援を行っています。また、社外取締役に対する

トレーニングとして、工場見学会や事業説明会を開催し、

当社への理解をより深める機会を設けています。

取締役会の構成
社外取締役

6名

社内取締役
10名

独立性

女性取締役
2名

男性取締役
14名

ジェンダー
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 指名・報酬諮問委員会

指名・報酬諮問委員会の構成・運営状況

指名・報酬諮問委員会は、取締役２名、社外取締役３名

（うち１名は監査等委員であるもの）の合計５名で構成

されており、委員長は社外取締役が務めています。取締

役会の諮問機関として、取締役候補者や取締役の報酬

体系などを審議し取締役会に答申するほか、取締役（監

査等委員であるものを除く）の個人別報酬の決定等を

行います。

指名・報酬諮問委員会の審議事項

2024 年３月期の委員会においては、取締役の選任、代

表取締役の選定、役付取締役の選定、取締役の報酬体系

および報酬方針などについて審議し取締役会に対して

答申を行ったほか、取締役（監査等委員であるものを

除く）の個人別報酬を決定しました。

 監査等委員会

監査等委員会の構成・運営状況

監査等委員会は、当社事業に精通した常勤監査等委

員である取締役１名および当社からの独立性が高い社

外取締役３名で構成されています。定時監査等委員会

を原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨

時監査等委員会を開催しています。監査等委員は取締

役会や必要に応じ重要な会議へ出席するほか、代表取

締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監

査等委員会による監査の環境整備の状況および監査上

の重要課題等について意見交換し、意思疎通を密に

図っています。また、内部監査部門である監査室から随

時報告を受け、監査室の監査計画について事前に協議

を行うとともに、必要に応じ、両者が連携して監査手続

きを実施しています。

監査等委員会の審議事項

2024 年３月期における監査等委員会の主な決議およ

び協議事項は、監査の方針および監査計画の策定、監査

費用の予算の策定、監査報告の作成、会計監査人を再任

することの適否の決定、取締役（監査等委員であるもの

を除く）選任についての意見の決定、取締役（監査等委

員であるものを除く）の報酬等についての意見の決定、

監査等委員である取締役の選任に関する議案を株主総

会に提出することへの同意、会計監査人の報酬等への

同意、監査等委員である取締役の個別報酬、補助使用人

の選定、会計監査人の評価、会計監査人に対する非保証

業務事前了解、BIP 信託への第三者割当による自己株式

処分に関する意見の決定などです。また、取締役の不正

行為、法令・定款違反、内部統制システム運用状況を経

常監査項目として、投融資先の状況の把握、基幹システ

ム変更後の内部統制状況の把握を重点監査項目とし

て、監査を実施しました。

常勤の監査等委員である取締役は、実効的に監査を

行うため、重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲

覧、監査室との意見交換による内部監査状況の把握、営

業所および工場への往査、実地棚卸への立会いなどを

実施しました。

取締役の報酬に関する基本方針、報酬構成および報酬

額の決定方法などについては、報酬決定プロセスにおけ

る客観性および透明性を確保するため、指名・報酬諮問

委員会において審議のうえ、同委員会からの答申を踏ま

えて取締役会において決定します。

取締役の報酬に関する基本方針

当社の持続的な成長および企業価値の向上を図るう

えで、取締役報酬制度が適切に機能するよう、以下の基

本方針を定めています。

1. �業績目標を達成するための適切な動機付けとなること

2. �優秀な人材の確保につながる競争力のある報酬水準

であること

3. �中長期的な企業価値向上に寄与するものであること

4. �報酬の決定プロセスは客観性および透明性の高いも

のであること

 取締役報酬

報酬構成および報酬額の決定方法

取締役報酬は、固定報酬、業績連動賞与および業績連

動株式報酬（役員報酬 BIP 信託）によって構成されてい

ます。固定の金銭報酬に加えて、短期業績に連動する金

銭報酬としての業績連動賞与と中長期的な企業価値向

上のためのインセンティブとしての業績連動株式報酬

を採用しています。なお、監査等委員である取締役およ

び社外取締役については、その役割と独立性の観点か

ら固定報酬のみを支給します。

取締役の種類別の報酬割合の決定に関する方針

報酬総額に占める業績連動報酬の割合は、対象取締役

の平均として、標準的な業績達成度の場合に、おおむね

固定報酬８に対し、業績連動報酬２とします。また、報酬

に占める非金銭報酬の割合は、対象取締役の平均として、

金銭報酬９に対し、非金銭報酬１とします。

　 固定報酬 業績連動賞与
業績連動株式報酬

（役員報酬BIP信託）

支給対象者 取締役
取締役（社外取締役および監査等委員
であるものを除く）

取締役（社外取締役および監査等委員
であるものを除く）

報酬の算定方法

取締役会からの委任を受けた指名・報酬
諮問委員会が、各取締役の役位や職責、
業績への貢献度等を踏まえるとともに、
外部のデータベースサービスにおける
報酬水準をベンチマークとし、総合的に
勘案し決定。
監査等委員である取締役の固定報酬は、
監査等委員会における協議により決定。

業績連動変数に基づき算定される基本
賞与と指名・報酬諮問委員会によって
決定される個人別寄与度に基づき算定
される分配賞与によって構成。
基本賞与：分配賞与＝8：2
基本賞与は、支給対象となる取締役ごと
に定められる基本賞与基準額に、各事業
年度の期首に開示する一事業年度の連
結業績予想の３指標の個別業績達成率
に基づき算出される業績連動変数を乗
じて支給額を算定。

支給対象となる取締役ごとに定められる
基準ポイントに、各事業年度の期首に開
示する一事業年度の連結業績予想の3
指標の業績達成度により設定される業績
連動変数を乗じて付与ポイントを計算。
付与ポイントに応じて（１ポイントにつき
１株を交付）当社株式および当社株式
の換価処分金相当額の金銭を交付およ
び給付する。

業績目標達成度の
評価に用いる指標

ー
・連結売上高
・�連結営業利益（業績連動報酬控除前）
・１株当たり当期純利益（EPS）

・連結売上高
・�連結営業利益（業績連動報酬控除前）
・１株当たり当期純利益（EPS）

支給時期 月例 年１回、事業年度終了後３か月以内 年１回、事業年度終了後

取締役報酬の内容

最高経営責任者の後継者計画

最高経営責任者の後継者計画については、指名・報酬

諮問委員会において検討を行っています。後継者候補

の育成については、代表取締役社長が主体となり、人事

異動、経営上重要性の高い課題を与えることなどを通

じて、知見・経験を蓄積する機会を提供しており、指名・

報酬諮問委員会はその過程について確認をしています。

また、指名・報酬諮問委員会において年次で、後継者候

補について、多面的な評価を実施することにより、育成

状況の確認を行います。
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1981年	 2月 当社取締役
1987年	 4月 当社取締役副社長

1992年	11月 当社取締役退任

1994年	 1月 当社相談役
1997年	 6月 当社取締役副社長
2005年	 6月 当社代表取締役社長（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）	 	 	

指名・報酬諮問委員会：3回／3回（100%）

2006年	 8月 当社入社
2009年	 4月 当社TVI事業部SHT部長
2011年	 4月 当社EST事業部長
2012年	 4月 当社CVE事業部長
2013年	 7月 当社執行役員CVE事業部長
2014年	 4月 当社執行役員CV統括事業部長
2015年	 4月 当社執行役員CV事業本部長
2017年	 6月 当社取締役CV事業本部長
2021年	 4月 当社取締役CVG事業本部長
2022年	 4月 当社取締役開発生産本部長（現任）

JLL Malaysia Sdn. Bhd. Managing Director（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）

1992年	 4月 当社入社
2008年	 4月 当社管理部長
2011年	 4月 当社総務部長
2014年	 7月 当社執行役員総務部長
2015年	 4月 当社執行役員総務統括部長
2018年	 4月 当社執行役員

人事総務統括部長
2018年	 6月 当社取締役人事総務統括部長
2024年	 4月 当社取締役

総務統括部長（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）

2018年	 5月 当社入社
2019年	 4月 当社財務経理部長
2022年	 4月 当社執行役員

経営管理統括部長
2023年	 4月 当社上席執行役員

経営管理統括部長
2023年	 6月 当社取締役

経営管理統括部長（現任）
出席状況｜�取締役会：10回／10回（100%）	

	2023年６月就任

1993年	 4月 当社入社
2015年	 4月 当社CRM事業推進部長
2018年	 4月 当社CRM事業部長
2020年	 7月 当社執行役員CRM事業部長
2022年	 4月 当社執行役員

デバイス事業部長
2024年	 1月 当社上席執行役員

不整脈事業本部長
2024年	 6月 当社取締役

不整脈事業本部長（現任）
出席状況｜�2024年6月就任

2009年	10月 当社入社
2011年	 4月 当社薬事申請部長
2013年	 4月 当社薬事統括部長
2013年	 7月 当社執行役員薬事統括部長
2015年	 4月 当社執行役員薬事統括本部長
2017年	 6月 当社取締役薬事統括本部長（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）

2009年	10月 当社入社
2015年	 4月 当社CVE事業部EG事業推進部長
2016年	 4月 当社AST事業部長
2018年	 4月 当社CVE事業部長
2020年	 7月 当社執行役員CVE事業部長
2022年	 4月 当社上席執行役員CVG事業本部長
2022年	 6月 当社取締役CVG事業本部長
2024年	 1月 当社常務取締役統括事業本部長（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）

1984年	 9月 当社入社
1992年	 1月 当社東海支店長
2000年	 4月 当社営業本部副本部長
2005年	 6月 当社取締役営業本部長
2007年	 4月 当社取締役事業本部長
2007年	 6月 当社常務取締役事業本部長
2011年	 6月 当社専務取締役事業本部長
2013年	 6月 当社取締役副社長事業本部長
2015年	 4月 当社取締役副社長
2015年	 6月 当社代表取締役副社長（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）	 	 	

指名・報酬諮問委員会：3回／3回（100%）

1998年	 5月 当社入社
2011年	 4月 当社経営管理部長
2013年	 7月 当社執行役員経営管理部長
2014年	 4月 当社執行役員管理本部副本部長
2015年	 4月 当社執行役員管理本部長
2015年	 6月 当社取締役管理本部長
2017年	 7月 当社取締役開発生産本部長
2017年	 8月 JLL Malaysia Sdn. Bhd. Managing Director
2020年	 7月 当社常務取締役管理本部長（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）

鈴木 啓介
代表取締役社長

髙宮 徹
取締役
開発生産本部長

干場 由美子
取締役
総務統括部長

江川 毅芳
取締役
経営管理統括部長

伊藤 孝志
取締役
不整脈事業本部長

出井 正
取締役
薬事統括本部長

村瀬 達也
常務取締役
統括事業本部長

鈴木 厚宏
代表取締役副社長

山田 健二
常務取締役
管理本部長

取締役会議長

取締役 2024 年 10 月１日現在
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ガバナンス

企業経営 事業推進 基盤強化 委員会

氏名 当社における地位 経営経験
医療機器
業界知見

営業・
マーケティング

開発・生産
・薬事

財務・会計
法務・

コンプライアンス
人事・

人材育成
DX・IT

指名・報酬
諮問委員会

鈴木　啓介 代表取締役社長 ◯ ◯ ◯ ◯

鈴木　厚宏 代表取締役副社長 ◯ ◯ ◯ ◯

村瀬　達也 常務取締役 ◯ ◯

山田　健二 常務取締役 ◯ ◯ ◯

髙宮　　徹 取締役 ◯ ◯ ◯

出井　　正 取締役 ◯ ◯

干場 由美子 取締役 ◯ ◯ ◯

江川　毅芳 取締役 ◯ ◯

伊藤　孝志 取締役 ◯ ◯

佐々木 文裕 社外取締役（独立） ◯ ◯ ◯ ◎

池井　良彰 社外取締役（独立） ◯ ◯ ◯

川原 奈緒子 社外取締役（独立） ◯

髙橋　省悟 取締役（監査等委員・常勤） ◯ ◯

中村　勝彦 社外取締役（監査等委員・独立） ◯

浅利　大造 社外取締役（監査等委員・独立） ◯ ◯

苅米　　裕 社外取締役（監査等委員・独立） ◯

（注）	1.	 上記の一覧表は各取締役が有するスキルを最大３つまで記載しており、すべてのスキルを表すものではありません。
	 2.	 経営経験とは、中長期にわたる持続的な企業価値の向上に向けた戦略思考のベースとなる経験および知見を示します。
	 3.	 医療機器業界知見とは、変化のスピードが速い医療機器業界における総合的な意思決定のベースとなる経験および知見を示します。
	 4.	 営業・マーケティングとは、医療機器業界における競争力のある販売戦略策定のベースとなる経験および知見を示します。
	 5.	 開発・生産・薬事とは、医療機器業界における競争力のある製品戦略策定のベースとなる経験および知見を示します。
	 6.	 財務・会計とは、企業活動・事業活動における意思決定のベースとなる経験および知見を示します。
	 7.	 法務・コンプライアンスとは、企業活動・事業活動における機会獲得・リスクマネジメントのベースとなる経験および知見を示します。
	 8.	 人事・人材育成とは、企業活動・事業活動における経営資源確保・活用のベースとなる経験および知見を示します。
	 9.	 DX・IT とは、企業活動・事業活動における業務変革のベースとなる経験および知見を示します。
	 10.	 指名・報酬諮問委員会の委員長を◎、委員を○と示します。

スキル・マトリックス

当社の取締役会はその役割・責務を実効的に果たす

ため、「企業経営」「事業推進」「基盤強化」それぞれに経

験および知見を有する人材で構成しています。社外取

スキル・マトリックス

締役については、経営者としての経験をはじめ、財務・

会計や法務・コンプライアンスなどの専門知識を有す

る人材で構成しています。

取締役の選解任プロセス

取締役候補者は、指名・報酬諮問委員会において選任

基準に基づき審議を行ったのち、同委員会からの答申

を受けて取締役会において決定し、株主総会に付議しま

す。なお、監査等委員である取締役の候補者は、事前に監

査等委員会の同意を得ます。

また、あらかじめ定めた解任基準に該当することが

認められた場合には、指名・報酬諮問委員会において審

議を行ったのち、同委員会からの答申を受けて取締役

会において決定し、株主総会での決議による解任に向

けた手続きを開始します。

選任基準

・�人格、見識に優れるとともに、高い倫理観を有してい

ること

・�経営全般に対する適切な意思決定を行うことができ

ること

・�全社的な見地に立ち、客観的に分析、判断する能力を

有すること

・�先見性および洞察力に優れ、指導力を有すること

・�監査等委員候補者においては、監査に必要となる知識

や経験、専門性を備えていること

1981年	 4月 三菱商事㈱入社
1999年	 4月 ㈱オークネット執行役員経営戦略室長
2001年	10月 ㈱レコフ常務執行役員兼大阪支店長
2007年	11月 ㈱MAパートナーズ代表取締役（現任）
2012年	 7月 ストレックス㈱専務取締役
2017年	 6月 当社社外取締役（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）	 	 	

指名・報酬諮問委員会：3回／3回（100%）

1994年	12月 当社入社
2009年	 4月 当社法務室長
2010年	 3月 当社法務室長兼開発生産部長
2011年	 4月 当社開発生産本部長
2011年	 6月 当社取締役開発生産本部長
2013年	 6月 当社常務取締役開発生産本部長
2017年	 7月 当社常務取締役管理本部長
2020年	 7月 当社常務取締役開発生産本部長

JLL Malaysia Sdn. Bhd. Managing Director
2022年	 4月 当社常務取締役開発生産本部管掌
2022年	 6月 当社取締役（監査等委員・常勤）（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）	 	 	

監査等委員会：12回／12回（100%）

1987年	 8月 学校法人大原学園大原簿記学校入社
1990年	 9月 石渡・西村・中根共同事務所

（現Moore至誠税理士法人）入所
1992年	12月 税理士登録
1993年	11月 浅利宏税理士事務所入所
2002年	 7月 税理士法人清和代表社員（現任）
2014年	 6月 当社社外監査役
2021年	 6月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）	 	 	

監査等委員会：12回／12回（100%）	 	 	
指名・報酬諮問委員会：3回／3回（100%）

1981年	 4月 ㈱日本リクルートセンター
（現㈱リクルート）入社

2001年	 4月 ㈱リクルート執行役員
2011年	 4月 ㈱リクルート顧問
2012年	 4月 ㈱ザイマックスアカウンティングパートナー

（現㈱ザイマックスウィズ）代表取締役社長
2012年	 6月 当社社外取締役（現任）
2012年	 7月 アビリタス ホスピタリティ㈱代表取締役

チーフエグゼクティブオフィサー
2015年	10月 ㈱ザイマックスホテルズ

（現㈱からくさホテルズ）代表取締役社長
2017年	 4月 ㈱ザイマックス常務執行役員

㈱ザイマックスフェロー
（現㈱ザイマックストラスト）代表取締役社長
㈱ザイマックス・スクェア代表取締役社長
㈱ザイマックスヴィレッジ代表取締役

2021年	11月 ㈱ザイマックス専務執行役員
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）	 	 	

指名・報酬諮問委員会：3回／3回（100%）

2010年	12月 弁護士登録
東京グリーン法律事務所入所

2021年	10月 ㈱小平ケミカル監査役（非常勤）（現任）
2024年	 6月 当社社外取締役（現任）
出席状況｜�2024年6月就任

1992年	 4月 弁護士登録
TMI総合法律事務所入所

1999年	10月 シモンズ・アンド・シモンズ
法律事務所入所

2001年	 4月 TMI総合法律事務所パートナー（現任）
2002年	 6月 ㈱サンプラネット社外監査役（現任）
2012年	 6月 当社社外監査役
2015年	 5月 一般社団法人日本商品化権協会監事（現任）
2021年	 6月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）	 	 	

監査等委員会：12回／12回（100%）

1987年	 8月 学校法人大原学園大原簿記学校入社
1990年	 9月 右山昌一郎税理士事務所（現税理士法人右山事務所）副所長
1992年	10月 税理士登録
2003年	 6月 苅米裕税理士事務所所長
2006年	 6月 当社社外監査役
2015年	 7月 関東信越国税不服審判所国税審判官
2018年	 7月 苅米裕税理士事務所所長（現任）
2019年	 6月 ㈱バンダイナムコ エンターテインメント社外監査役（現任）
2021年	 6月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
2022年	 4月 千葉商科大学大学院会計ファイナンス研究科教授（現任）
出席状況｜�取締役会：12回／12回（100%）	 	 	

監査等委員会：12回／12回（100%）

池井 良彰
社外取締役
独立役員

川原 奈緒子
社外取締役
弁護士 独立役員

中村 勝彦
社外取締役（監査等委員）
弁護士 独立役員

苅米 裕
社外取締役（監査等委員）
税理士 独立役員

浅利 大造
社外取締役（監査等委員）
税理士 独立役員

髙橋 省悟
取締役（常勤監査等委員）
監査等委員会委員長

佐々木 文裕
社外取締役
独立役員 指名・報酬諮問委員会委員長
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コンプライアンスの基本的な考え方

患者様の生命に関わる医療機器を取り扱う企業と

して、常に信頼される存在であるためには、法令遵守は

もとより高い倫理観を持ってコンプライアンスを遵守

することが必要であると考えています。そのためには

従業員それぞれの行動が重要になることから、すべて

のステークホルダーの皆さまからの期待に応え、信頼

関係を構築できるように「行動規範」の周知を図り、コ

ンプライアンス意識の徹底に努めています。

コンプライアンス体制

「コンプライアンス推進規程」に基づきチーフ・コン

プライアンス・オフィサー（CCO）を取締役会において

選任し、CCO を委員長とするコンプライアンス委員会

を中心に全社的なコンプライアンス活動を推進してい

ます。委員会は四半期ごとに開催され、コンプライアン

ス違反事案、内部通報窓口の運用状況およびコンプラ

イアンス研修の実施状況を共有するなど、コンプライ

アンスの諸問題について討議しています。また、CCO は

取締役会において四半期ごとに全社的なコンプライア

ンスの状況について報告を行い、適宜指示を受けてい

ます。

コンプライアンス周知に向けた取り組み

企業としてコンプライアンスを遵守していくため

には、従業員それぞれがその重要性を理解し実践する

必要があり、周知のためにさまざまな取り組みを行っ

ています。さまざまなテーマに関してオンライン研修

やｅラーニングを実施するとともに、内部通報窓口の

周知にも注力しています。

医療施設等との関係の透明性

新しい医療機器の開発や導入にあたって、大学等の

研究機関や医療施設などとの連携は必要不可欠であ

り、そのような活動において金銭等の支払いが発生す

る場合があります。当社は業界の自主規制ルールであ

る「医療機器業公正取引規約」および関連法令などを遵

守するとともに、法務部門にて審査し、公平・公正な関係

を維持できるよう厳しく監視を行っています。

内部通報制度

コンプライアンス違反行為の早期発見・対応、未然防

止のために内部通報窓口を設置しています。匿名で通

報できる社外の第三者機関と、通報だけでなくコンプ

ライアンスに関して気軽に相談できる社内窓口の２つ

を設けています。いずれの窓口においても通報者の匿

名性やプライバシーに最大限配慮し、通報により不利

益を被ることがないように通報者の保護を図り、調査

を実施し、必要に応じて是正措置を講じています。

体制図

JLL相談窓口

取 締 役 会

グループ従業員

チーフ・コンプライアンス・オフィサー

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

関
係
部
門

＜内部窓口＞
コンプライアンス
相談窓口

＜外部窓口＞
JLLグループ
ヘルプライン

指示 報告

選任 報告

回答 通報・相談

諮問

答申

指示

報告

 コンプライアンス

リスクマネジメントの基本的な考え方

当社は、医療機器を取り扱う企業として、患者様や医

療従事者に対して安定供給の責任を負っています。そ

の責務を確実に果たし、ひいては持続的な企業価値の

向上を実現するため、事業活動に重大な影響を与えう

るリスクに対して適切な対策を講じることができるよ

うにリスク管理体制の整備を推進しています。

リスクマネジメント体制

「リスク管理規程」に基づきチーフ・リスクマネジメン

ト・オフィサー（CRO）を取締役会において選任し、CRO

を委員長とするリスクマネジメント委員会を中心に全

社的なリスクマネジメントを推進しています。委員会

は半期ごとに開催され、リスクの特定・評価・対応方針

の決定や対応状況の確認等を行うとともに、サステナ

ビリティ委員会や情報セキュリティ委員会などの関連

する委員会とも連携を図ることで実効性のあるリスク

マネジメントに取り組んでいます。また、事業活動に重

大な影響を及ぼすリスクが発現し、全社的対応を要す

る場合は、代表取締役社長を本部長とする対策本部を

設置し、損失を最小限に抑えるために適切な対応を講

じます。

事業継続の取組み

医療機器の供給責任を果たすために、「事業継続基本

規程」に基づき事業継続体制の構築を推進しています。

大規模自然災害による事業中断からの早期再開を図る

ための事業継続計画（BCP）を策定し、継続的な整備を行

うとともに、実効性を高めるために訓練を実施してい

ます。

 リスクマネジメント

情報セキュリティ対策の基本的な考え方

情報セキュリティ上のリスクは、当社の経営に重大

な影響を与えるものであると認識し対策強化に取り組ん

でいます。情報セキュリティロードマップに基づくシ

ステム・対策ツールの導入などによる技術的対策やオ

フィスへの入室管理、機密エリアへの入室制限などに

よる物理的対策だけでなく、従業員それぞれのセキュ

リティ意識やリテラシーの向上を図ることが大切であ

ると考え、ｅラーニングによる教育や標的型メール攻

撃訓練などを実施し、人的対策にも注力しています。

情報セキュリティ管理体制

｢情報セキュリティ管理規程」に基づきチーフ・イン

フォメーション・セキュリティ・オフィサー（CISO）を取

締役会において選任し、CISO を委員長とする情報セ

キュリティ委員会を中心に全社的な情報セキュリティ

対策を推進しています。委員会は半期ごとに開催され、

対応すべき課題の特定や対策の進捗状況・訓練の実施

結果の確認などを行っています。また、不正アクセス・

マルウェア感染・記憶媒体紛失などの情報セキュリティ

インシデントが発生した場合は、CSIRT※が情報セキュ

リティ委員会の指示の下、必要に応じて外部機関とも

連携して対応する体制を整備しています。
※	Computer Security Incident Response Team	  

情報セキュリティの重大な事故に至る可能性がある出来事（インシデント）に
備え、情報セキュリティに関する情報収集と対策を行い、インシデント発生時
には対策を実行管理する組織。

個人情報の保護

当社が取り扱う個人情報は「個人情報保護基本規程」

に基づき管理、保護しています。さらに、プライバシー

マーク※を取得することで、個人情報を保護する体制や

運用が適切な状況に維持されていることを確認してい

ます。
※	事業者が個人情報の取扱いを適切に行う体制等を整備していることを評価す

る制度。

 情報セキュリティ
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連結財務・非財務データ

連結財務・非財務データ
C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  • N o n  F i n a n c i a l  D a t a

（1） 連結損益計算書

範囲
2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023
売上高 百万円 連結 45,525 51,761 51,286 51,469 51,750 51,384

（売上高 前年比） % 連結 7.6 13.7 -0.9 0.4 0.5 -0.7
売上原価 百万円 連結 17,703 22,570 22,622 22,634 21,855 20,397
売上総利益 百万円 連結 27,822 29,191 28,664 28,835 29,895 30,986
売上総利益率 % 連結 61.1 56.4 55.9 56.0 57.8 60.3
販管費 百万円 連結 17,295 18,756 18,296 18,861 19,057 20,094
営業利益 百万円 連結 10,526 10,434 10,367 9,973 10,837 10,892

（営業利益 前年比） % 連結 -1.4 -0.9 -0.6 -3.8 8.7 0.5
営業利益率 % 連結 23.1 20.2 20.2 19.4 20.9 21.2
営業外収益 百万円 連結 571 891 1,031 316 293 390
営業外費用 百万円 連結 289 900 879 285 224 701
経常利益 百万円 連結 10,808 10,425 10,519 10,005 10,905 10,581
経常利益率 % 連結 23.7 20.1 20.5 19.4 21.1 20.6
特別利益 百万円 連結 5 3 3 44 100 13
特別損失 百万円 連結 12 4 5,982 8 1,217 19
税引前当期純利益 百万円 連結 10,801 10,425 4,540 10,041 9,789 10,575
税金費用 百万円 連結 3,077 2,676 2,540 2,556 2,897 3,060
当期純利益 百万円 連結 7,723 7,748 2,000 7,484 6,891 7,515
当期純利益率 % 連結 17.0 15.0 3.9 14.5 13.3 14.6
自社製品比率 % 連結 54.9 50.7 49.9 52.4 54.9 58.8
研究開発費 百万円 連結 1,431 1,743 1,667 2,159 2,316 2,366
設備投資 百万円 連結 1,248 2,536 1,382 1,633 976 3,568
減価償却費 百万円 連結 1,176 1,264 1,525 1,611 1,566 1,471

（3） 財務指標等

範囲
2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023
期末発行済株式数（自己株式含む） 千株 連結 90,419 85,419 85,419 85,419 82,919 75,758
期末自己株式数※1 千株 連結 10,005 5,165 5,050 5,500 4,999 829
期中平均株式数（自己株式除く） 千株 連結 80,414 80,251 80,322 80,367 78,116 76,122
EPS（1株当たり当期純利益） 円 連結 96.05 96.55 24.91 93.13 88.22 98.73
BPS（1株当たり純資産） 円 連結 578.01 640.54 638.36 682.79 721.20 775.43
DPS（1株当たり配当金） 円 連結 29.00 29.00 49.00 38.00 38.00 42.00
DOE（株主資本配当率） % 連結 5.3 4.8 7.7 5.8 5.4 5.6
Payout Ratio（配当性向） % 連結 30.2 30.0 196.7 40.8 43.1 42.5
ROE（自己資本当期純利益率） % 連結 17.6 15.8 3.9 14.1 12.4 13.2
ROA（総資産経常利益率） % 連結 16.8 14.6 14.2 13.7 14.8 14.3
ROIC※2（投下資本利益率） % 連結 13.7 12.1 11.5 11.1 11.9 12.1
自己資本比率 % 連結 68.6 68.5 70.3 74.5 75.3 79.0
売上債権回転期間 日 連結 98.3 91.5 95.8 90.7 90.5 94.1
棚卸資産回転期間 日 連結 316.0 285.1 275.7 248.6 233.8 253.2
仕入債務回転期間 日 連結 55.3 58.0 56.1 49.7 56.1 68.8
Cash Conversion Cycle 日 連結 358.9 318.6 315.4 289.7 268.2 278.6
連結従業員数 人 連結 932 1,074 1,167 1,205 1,166 1,216
※1	 役員報酬BIP信託が保有する当社株式及び信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）に関して信託が保有する当社株式は自己株式に含まれる。（E-Shipは

2021/7/29に終了）
※2	 分母の利益は税引後営業利益。税引後営業利益＝営業利益*（1-実効税率（30.62%））

（2） 連結貸借対照表

範囲
2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023
流動資産 百万円 連結 41,665 44,077 44,522 45,153 47,130 42,871
有形固定資産 百万円 連結 9,920 11,341 13,111 12,911 12,452 13,434
無形固定資産 百万円 連結 558 493 505 1,470 2,414 2,292
投資その他 百万円 連結 15,638 19,089 14,822 13,662 12,643 14,910
固定資産 百万円 連結 26,117 30,923 28,439 28,044 27,510 30,638
資産 百万円 連結 67,783 75,000 72,962 73,197 74,641 73,509
流動負債 百万円 連結 14,580 16,093 16,467 14,211 14,381 14,175
固定負債 百万円 連結 6,709 7,500 5,190 4,418 4,063 1,231
負債 百万円 連結 21,289 23,594 21,657 18,629 18,445 15,406
株主資本 百万円 連結 46,496 51,618 51,267 54,362 56,265 57,516
その他包括利益累計額 百万円 連結 -16 -211 37 205 -69 585
新株予約権 百万円 連結 13 ー ー ー ー ー
純資産 百万円 連結 46,493 51,406 51,304 54,567 56,195 58,102
負債純資産 合計 百万円 連結 67,783 75,000 72,962 73,197 74,641 73,509
現金及び預金 百万円 連結 8,018 9,555 13,708 16,058 18,357 12,669
売上債権 百万円 連結 12,178 13,762 13,145 12,437 13,223 13,283
棚卸資産 百万円 連結 17,071 18,187 15,987 14,850 13,142 15,154
仕入債務 百万円 連結 3,087 4,081 2,872 3,287 3,429 4,254
利益剰余金 百万円 連結 30,499 35,912 35,352 38,890 42,741 47,291
有利子負債 百万円 連結 9,987 11,538 10,396 8,352 6,883 4,634
ネット・デット 百万円 連結 1,968 1,983 -3,311 -7,705 -11,473 -8,035
投下資本※1 百万円 連結 56,484 63,156 61,663 62,714 63,148 62,151
運転資本※2 百万円 連結 26,161 27,868 26,260 24,000 22,937 24,183
※1	 有利子負債（gross）と株主資本の合計
※2	 売上債権＋棚卸資産ー仕入債務

（4） 非財務指標等

範囲
2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023
温室効果ガス排出量 t-CO2 連結 6,950 6,720 6,612 5,866
電力使用量 MWh 連結 10,508 10,606 10,581 9,658
ガソリン使用量 ㎘ 単体 631 611 619 638
水資源使用量 ㎥ 単体 12,584 16,821 13,184 13,917
産業廃棄物リサイクル率 ％ 単体 90 92 96 97
女性管理職比率 ％ 単体 1.5 2.1 2.6 3.6
平均勤続年数 年 単体 9.6 10.2 10.5 10.8
平均残業時間（単体） 時間 単体 17.7 17.8 18.9 20.2
有給休暇取得率（単体） ％ 単体 39.2 46.3 51.0 54.5
一人当たり教育研修費（単体） 円 単体 62,701 69,495 97,142 79,108
取締役会開催回数 回 単体 12 12 12 12
取締役報酬 百万円 単体 471 472 534 585

6059 Japan Li fel ine Integrated Report  2024



イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造

成
長
戦
略

経
営
基
盤

デ
ー
タ
集

会社情報・株式情報

本資料に関するお問い合わせ先​

日本ライフライン株式会社​　経営企画部​　TEL : 03-6711-5214​

E-Mail : ir@jll.co.jp​　URL : https://www.jll.co.jp​

会社情報・株式情報（2024 年 3 月 31日現在）

C o r p o r a t e  I n f o r m a t i o n  • S t o c k  I n f o r m a t i o n

商 号 日本ライフライン株式会社

代 表 者 代表取締役社長　鈴木啓介

本 社 東京都品川区東品川2-2-20 天王洲オーシャンスクエア25F

設 立 1981 年2 月6 日

事 業 内 容 医療用機器輸入・製造および販売

資 本 金 2,115 百万円

決 算 期 3 月31 日

従 業 員 数 連結1,216名/単体953名

事 業 所
営業拠点49（国内48、海外１）、製造拠点 ４（国内３、海外１）、研究開発拠点１、物流拠点２、
研修施設 1

連結子会社 JLL Malaysia Sdn. Bhd.

 会社概要

証券コード 7575

上場証券取引所 東京証券取引所　プライム市場

会社が発行する株式の総数 346,400,000株

発行済株式の総数 75,758,470株

株主数 12,156名

一単元の株式数 100 株

基準日 3月31日

株主名簿管理人 三菱UFJ 信託銀行株式会社

 株式基本情報	

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

エムティ商会株式会社 9,860 13.13

KS商事株式会社 8,864 11.80

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,196 10.91

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8,041 10.71

鈴木 啓介 2,325 3.10

日本ライフライン従業員持株会 1,168 1.56

JP MORGAN CHASE BANK 385781 972 1.29

STATE STREET BANK WEST CLIENT – TREATY 505234 885 1.18

中尾 孝 761 1.01

日本生命保険相互会社 720 0.96

※	持株比率については当社所有の自己株式659千株を除いて算出しています。

 大株主の状況	

 所有者別株式分布状況	

自己名義

0.87％

個人・その他

28.38％

外国法人等

19.25％

発行済
株式総数

75,758,470株

金融機関

24.35％

金融商品取引業者

1.48％

その他の法人

25.67％

6261 Japan Li fel ine Integrated Report  2024


	目次
	イントロダクション
	事業紹介
	成長の軌跡
	Top Message

	01　価値創造
	価値創造プロセス
	６つの資本
	リスクと機会
	ビジネスモデル
	ステークホルダーエンゲージメント

	02　成長戦略
	中長期戦略／CCO Message
	事業戦略
	財務戦略／CFO Message
	人材戦略

	03　経営基盤
	サステナビリティマネジメント
	マテリアリティとKPI
	環境
	社会
	ガバナンス

	データ集
	連結財務・非財務データ
	会社情報・株式情報




